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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(1）連結経営指標等                     

売上高 (百万円) 40,346 50,150 49,902 48,805 42,766

経常損益 (百万円) 1,944 2,713 259 △1,672 △1,660

当期純損益 (百万円) 1,106 1,469 △356 △1,007 △2,818

純資産額 (百万円) 28,543 29,806 28,779 26,573 23,914

総資産額 (百万円) 65,165 67,293 72,362 77,673 81,282

１株当たり純資産額 (円） 538.11 559.57 542.77 501.28 451.28

１株当たり当期純損益 (円） 20.85 27.70 △6.72 △19.00 △53.18

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円） 20.68 24.87 － － －

自己資本比率 (％） 43.8 44.1 39.8 34.2 29.4

自己資本利益率 (％） 4.0 5.0 △1.2 △3.6 △11.2

株価収益率 (倍） 36.4 24.0 － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △687 3,754 △1,810 △2,784 △206

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,467 △2,415 △3,604 △5,623 △8,572

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 3,999 △1,581 6,136 10,164 5,684

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 6,208 6,055 6,872 7,888 4,766

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人)

1,213

(293)

1,273

(339)

1,362

(389)

1,445

(406)

1,704

(356)

 

EDINET提出書類

住友精密工業株式会社(E02255)

有価証券報告書

 2/88



回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(2）提出会社の経営指標等                     

売上高 (百万円) 36,515 43,915 44,035 44,447 38,242

経常損益 (百万円) 2,177 2,715 1,844 △1,952 △810

当期純損益 (百万円) 1,431 1,690 △623 △3,437 △642

資本金 (百万円) 10,309 10,311 10,311 10,311 10,311

（発行済株式総数） (千株) (53,161)(53,167)(53,167)(53,167)(53,167)

純資産額 (百万円) 31,906 33,155 31,719 27,686 26,882

総資産額 (百万円) 61,914 62,884 67,573 73,879 75,440

１株当たり純資産額 (円) 601.52 625.19 598.21 522.28 507.29

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当

額）

(円)

(円)

7.00

(2.50)

8.00

(3.50)

7.00

(3.50)

6.00

(3.50)

5.00

(3.00)

１株当たり当期純損益 (円) 26.98 31.88 △11.77 △64.84 △12.12

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) 26.79 28.63 － － －

自己資本比率 (％) 51.5 52.7 46.9 37.5 35.6

自己資本利益率 (％) 4.6 5.2 △2.0 △11.6 △2.4

株価収益率 (倍) 28.1 20.9 － － －

配当性向 (％) 25.9 25.1 － － －

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人)

899

(282)

910

(331)

994

(376)

1,067

(393)

1,123

(343)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　提出会社の第61期の１株当たり配当額８円は特別配当１円を含んでおります。

３　第62期、第63期及び第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。　

４　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。　 
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２【沿革】

昭和36年１月 住友金属工業株式会社の航空機器事業部の業務（航空機用プロペラ・脚・油圧機器・アルミニウ

ムろう着熱交換器及び産業用油圧機器の製造販売を主体とする業務）を継承し、住友精密工業株式

会社を設立

昭和38年５月 低温工業用大型熱交換器の製造を開始

昭和42年３月 哨戒機用大型プロペラの製造を開始

昭和44年４月 液化天然ガス蒸発装置の製造を開始

昭和45年３月 東京及び大阪証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和46年２月 東京及び大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定

昭和49年１月 オゾン発生装置の製造を開始

昭和50年７月 ニューヨーク駐在員事務所を設置

昭和50年11月 熱交換器の製造につき米国ASME規格を取得

昭和50年11月 住精エンジニアリング株式会社（現・連結子会社）を設立

昭和52年８月 滋賀油圧機器工場竣工

昭和53年６月 デュッセルドルフ駐在員事務所を設置

昭和57年７月 滋賀航空機器工場竣工

昭和58年１月 滋賀油圧機器工場増設

昭和60年４月 熱交換器製造用大型真空ろう着炉完成、稼動

昭和61年３月 真空機器事業室を設置し、真空機器事業に進出

昭和61年10月 航空機用空圧機器試験設備完成、稼動

昭和62年４月 ロンドン駐在員事務所を設置（デュッセルドルフ駐在員事務所を移転）

平成元年10月 住精テクノサービス株式会社（現・連結子会社）を設立

平成４年８月 武蔵工業株式会社（現メット株式会社、現・連結子会社）を買収

平成５年１月 和歌山熱交換器工場竣工

平成５年８月 町和産業株式会社（現住精産業株式会社、現・連結子会社）を買収

平成６年10月 半導体製造装置事業組織（MET事業部）を設置

平成７年３月 英国サーフェイス・テクノロジー・システムズ・リミテッド（現・エスピーピー・プロセス・テ

クノロジー・システムズ・リミテッドの連結子会社）を買収

平成８年10月 和歌山熱交換器工場増設

平成11年６月 英国BAEシステムズ社との折半出資による合弁会社シリコン・センシング・システムズ・リミテッ

ド（現・関連会社）を英国に設立

平成11年11月 本社工場にてISO14001の認証を取得

平成12年11月 スミトモプレシジョン・ユーエスエイ・インク（米国現地法人・テキサス州、現・連結子会社）を

設立

平成12年11月 滋賀工場にてISO14001の認証を取得

平成12年12月 英国サーフェイス・テクノロジー・システムズ・ピーエルシー　ロンドンAIM市場に株式上場

平成13年７月 メット株式会社尼崎工場竣工

平成13年７月 本社工場にてプラズマプロセス装置の製造を開始

平成15年３月 ロンドン駐在員事務所を閉鎖

平成16年10月 中国寧波海天集団股?有限公司との共同出資で寧波住精液圧工業有限公司（現・非連結子会社）

を中国に設立

平成17年３月 米国クロスボー社との共同出資でクロスボー株式会社（現・関連会社）を設立

平成17年８月 住精ハイドロシステム株式会社（現・連結子会社）を設立

平成19年３月 天陽航太科技股?有限公司（現・関連会社）を台湾に設立

平成19年６月 米国プライマックス社（現・非連結子会社）を買収

平成19年10月 上海駐在員事務所を設置

平成19年10月 英国サーフェイス・テクノロジー・システムズ・ピーエルシー　ロンドンAIM市場の上場廃止

平成20年１月 滋賀航空機器第二工場竣工

平成21年10月 アビザ・テクノロジー・インクの一部事業を買収し、エスピーピー・プロセス・テクノロジー・シ

ステムズ・リミテッド（現・連結子会社）他の子会社を英国他に設立
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、当社の子会社21社及び関連会社６社で構成されており、その他

の関係会社が１社あります。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとお

りであります。

（航空宇宙油機事業）

　当社が製造販売するほか、一部製品の製造・販売については子会社スミトモ・プレシジョン・ユーエスエイ・イ

ンクへ委託しており、その他の関係会社である住友金属工業株式会社とは、原材料の購入及び製品の販売取引があ

ります。

（熱交換器その他の産業機器事業）

　当社が製造販売するほか、プラズマプロセス装置については、子会社エスピーピー・プロセス・テクノロジー・シ

ステムズ・リミテッドにおいても製造販売しており、半導体・液晶製造装置については、当社が子会社メット株式

会社に製造委託しております。

　なお、平成21年10月にアビザ・テクノロジー・インクの一部事業を買収し、エスピーピー・プロセス・テクノロ

ジー・システムズ・リミテッド他の子会社を設立の上、対象事業・資産を引き継いでおります。　　

　また一部製品の図面作製については子会社住精エンジニアリング株式会社へ委託し、一部製品のメンテナンス

サービスについては子会社住精テクノサービス株式会社へ委託しております。原材料の一部を子会社住精産業株式

会社から仕入れております。

　持分法適用関連会社であるシリコン・センシング・システムズ・リミテッド及びその子会社３社は、センサの製

造販売事業を行っております。

　以上の事業系統図は、次のとおりであります。

（事業系統図）
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４【関係会社の状況】

　　　

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有
〔又は被所有〕
割合（％）

関係内容

（連結子会社）            

メット㈱

（注）３　

東京都

中央区
250

半導体関連装置

の製造
100

同社製品の購入

当社より土地・建物の賃借

当社より資金借入

役員の兼任あり

エスピーピー・プロセス・

テクノロジー・システムズ

・リミテッド

（注）３ , 4

英国

ニューポート市

英ポンド

14,000,000

半導体関連装置

の製造・販売
100

同社製品の購入

当社より資金借入

役員の兼任あり

住精エンジニアリング㈱
兵庫県

尼崎市
12

各種機械装置の

設計製図
100

当社製作図面の作製

役員の兼任あり

住精テクノサービス㈱
兵庫県

尼崎市
20機械の修理 100

当社製品のメンテナンスサービ

ス

役員の兼任あり

住精産業㈱
兵庫県

尼崎市
10

原材料の仕入・

販売
100

当社原材料の仕入

役員の兼任あり

スミトモプレシジョン・

ユーエスエイ・インク

米国

テキサス州
米ドル1,000

航空機器の製造

・販売
100

当社製品の製造・販売

役員の兼任なし

住精ハイドロシステム㈱
神奈川県

藤沢市
30 

油圧機器の製造

・販売
100

当社原材料の仕入

当社より資金借入

役員の兼任なし　

（持分法適用関連会社）            

シリコン・センシング・シ

ステムズ・リミテッド

英国

プリマス市

英ポンド

10,500,000

モーション・セ

ンサの製造・販

売

50
事業上の関係なし

役員の兼任あり

その他　３社            

（その他の関係会社）            

住友金属工業㈱

（注）１,２

大阪市

中央区
262,072鉄鋼業

〔40.7〕

(0.1)

当社製品の販売・同社製品の購

入

役員の兼任なし

　（注）１　議決権の所有〔又は被所有〕割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。
２　有価証券報告書を提出しております。
３　特定子会社に該当しております。
４  債務超過会社であります。なお、債務超過の金額は、当連結会計年度末現在で1,615百万円であります。　

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

航空宇宙油機事業 611 (206)

熱交換器その他の産業機器事業 918 (102)

全社（共通） 175 (48)

合計 1,704 (356)

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２　全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属してい
るものであります。

３　アビザ・テクノロジー・インクの一部事業を買収したことにより、熱交換器その他の産業機器事業において、
従業員数は212名増加しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

1,123人(343) 39才7ヶ月 14年8ヶ月 6,137,832円

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況
　当社の労働組合は、上部団体住友金属労働組合連合会に准加盟しており、平成22年３月31日現在の組合員数は822
人であり、円満なる労使関係を維持しております。 

EDINET提出書類

住友精密工業株式会社(E02255)

有価証券報告書

 6/88



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、金融危機の影響を受けた景気の悪化には底打ちの兆しが見られるも
のの、円高の進行やデフレの継続等により、国内経済は依然として厳しい状況が続いております。
　このような環境下にありまして、当社グループは一体となりまして各分野の受注確保と拡販に努めるととも
に、新製品の開発と用途拡大に取組んでまいりましたが、景気低迷に伴う受注の遅れ等により、当期の連結売上
高は42,766百万円と前期に比べ12.4％減少いたしました。
　損益につきましては、製造体制強化に伴う固定費の増加等のコストアップを、生産性向上、調達合理化及び諸
経費の節減にて吸収すべくグループ各社を挙げて取組んでまいりましたが、売上高の減少と為替が円高で推移
したことなどにより、当期の連結営業損益は前期に対し335百万円減少し799百万円の損失、連結経常損益は
1,660百万円の損失となりました。尚、プラズマプロセス装置関連の英国子会社におきまして、平成21年10月の
買収実施以降、事業統合・構造改革等の一段の強化策を進めており、これに伴う固定資産の廃却損490百万円及
び減損701百万円を特別損失として計上いたしましたことなどにより、連結当期純損失は2,818百万円となって
おります。 

 

事業の種類別セグメントの業績
①航空宇宙油機事業
　航空宇宙油機事業におきましては、航空機関連機器などの販売が後退したため、売上高は19,122百万円と前期
比7.4％減少いたしました。

②熱交換器その他の産業機器事業
　熱交換器その他の産業機器事業におきましては、熱交換器の販売が減少し、売上高は23,643百万円と前期比
16.0％減少いたしました。　　　　　　   

所在地別セグメントの業績
①日本
　　日本におきましては、売上高は38,476百万円、営業利益は212百万円となりました。
　
②その他の地域　
　　その他の地域（イギリス、米国 等）におきましては、売上高は4,289百万円、営業損失は1,012百万円となりま
した。　
　
　　なお、前連結会計年度は所在地別セグメント情報の記載を省略しているため、前年同期との対比は行っており
ません。　

 
(2）キャッシュ・フロー
　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の回収が進みましたもの
の、翌期の拡販に備えたたな卸資産の増加や体制強化の為の設備投資や事業買収を進めました結果、前連結会計年
度末に比べ3,122百万円減少し、4,766百万円となりました。なお、当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・
フローは8,778百万円の支出となっております。

 

 　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）
　　　 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収が進みましたものの、たな卸資産が増加しましたこと　
　　 などにより、206百万円の資金減少となりました。（前連結会計年度は2,784百万円の支出）

 　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）
　　 　投資活動によるキャッシュ・フローについては、体制強化の為の設備投資や事業買収を進めました結果、前連　
　　 結会計年度に比べ2,949百万円増加し、8,572百万円の支出となりました。

 　 （財務活動によるキャッシュ・フロー）
　　　 　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入により必要資金を調達いたしましたことにより、5,684百万円の
　　   資金増加となりました。（前連結会計年度は10,164百万円の資金増加）
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

航空宇宙油機事業 19,763 △4.6

熱交換器その他の産業機器事業 24,435 △13.6

合計 44,198 △9.8

　（注）１　上記金額は、すべて販売価格で記載しており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

航空宇宙油機事業 18,451 △9.0 13,461 △4.8

熱交換器その他の産業機器事業 19,799 △15.7 12,158 △24.0

合計 38,251 △12.6 25,619 △15.0

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

航空宇宙油機事業 19,122 △7.4

熱交換器その他の産業機器事業 23,643 △16.0

合計 42,766 △12.4

　（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

防衛省 3,780 7.7 4,031 9.4

三菱重工業㈱ 2,188 4.5 2,369 5.5

　（注）　上記金額は、最終需要家別で記載しております。
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３【対処すべき課題】

　今後の経済情勢につきましては、エネルギー・素材市況の上昇や海外経済の後退懸念、為替相場の動向など不透明要

素も多いことから、全般的な経営環境は依然として予断を許さないものと思われます。

　このような事業環境にあって、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の課題は以下の通りでありま

す。

　(1)急速な変化と厳しい競争が続く環境にあっても、効率的かつ確実に収益を上げ、事業基盤の確立と持続的な成長

を目指し、総資産経常利益率5％以上を中長期的な経営目標として取組んでおります。

　(2)このため、当社グループの主力事業であります航空宇宙油機事業につきましては、長年にわたって培った製造技

術を更に強固なものとし、品質の向上と徹底したコスト改善を図り、収益性を重視した受注拡大に努めてまいり

ます。

また、熱交換器その他の産業機器事業は着実に成長を続け、当社グループの一方の柱となっておりますが、事業

としての基盤をより確かなものとしつつ、地球環境対策や情報通信関連など時代のニーズを先取りした用途開

発や技術開発にも効率的に資源を投入して取組んでまいります。

　(3)以上の施策を実行するにあたりまして、今後とも成長が期待できる事業分野の収益力強化と拡充に、グループ一

丸となって重点的に取組むとともに、たな卸資産をはじめとする総資産と資金の効率化を図り、より強固な企業

基盤の確立と持続的な発展に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの経営成績、財務状況等に

関連し、株価並びに投資家の判断等に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあると考えて

おります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成22年３月31日）現在において当社グループが判断

したものであります。

(1）事業全般について

　当社グループの事業分野は、航空宇宙油機関連および熱交換器その他の産業機器関連でありますが、経済情勢及び

各分野での景気動向、並びにこれに伴う需給や価格の変動等により、業績及び財務状況に影響を受ける可能性があ

ります。

(2）海外活動について

　当社グループでは、原材料輸入及び製品輸出等の海外取引があり、また、海外に連結子会社及び持分法適用関連会

社があります。

　従いまして、為替相場の変動により、原材料の調達コスト及び製品の販売価格等が影響を受け、短期的には円高は

当社グループの業績にマイナスに働く傾向にあります。また、海外関係会社業績の連結財務諸表への円換算額等に

も影響を与えることとなります。更に、海外市場における景気変動が及ぼす影響のほか、各国における予期しない法

規制、不利益をもたらす政治的変化、紛争や自然災害ほかによる社会的混乱などのリスクが考えられ、これらの事象

が発生した場合は当社グループの経営成績と財務状況等に悪影響を及ぼす可能性があります。

(3）市場リスクについて

　当社グループでは、取引先の株式等の有価証券を保有しており、市場価格の変動リスクを負っています。なお、有価

証券に係る時価に関する情報は「第５「経理の状況」」の有価証券関係の注記に記載しております。また、資金面

では、効率的な運営及び必要な調達に努めておりますが、当連結会計年度末の有利子負債残高は40,196百万円と

なっており、今後の金利動向により、業績面で金利負担増加等の可能性があります。

(4）技術等に係るリスクについて

　当社グループでは、技術革新に対応し、迅速な開発、コスト改善等、競争力の維持強化に努めておりますが、想定以

上に開発が長期化し、若しくは需給変動及び競争激化による製品価格下落が進んだ場合には、業績面で悪影響を受

ける可能性があります。また、培ってまいりました製造技術の確実な伝承、技術導入先等との良好な関係の維持、並

びに品質管理の徹底に努めておりますが、予期しない状況変化や障害が生じた場合には、新たなコスト増加に繋が

る可能性があります。

(5）法的規制等について

　当社グループでは、事業の遂行にあたり、所定の許認可を取得するとともに関係法令を遵守し、また、環境との調和

を図ることを経営の重要課題の一つと考えており、ＩＳＯ14001に基づく環境マネジメントシステムを有効に機能

させております。なお、関連する規制の強化等があった場合は、対応のため、新たなコスト増加等の影響を受ける可

能性があります。

(6）特定の事業への集中等について

　当社グループの連結売上高のうち、航空宇宙油機事業が半ば近くを占めておりますが、今後の国際情勢の動向等に

より増減する場合、グループ全体に及ぼす影響は相対的に大きくなる可能性があります。

　また、当社グループ各事業の出荷状況に関しては、比較的、季節変動の大きいものが多く、同一年度内においても、

各四半期毎の業績に偏りが生ずる場合があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　主な技術導入契約は、次のとおりであります。

契約先 契約内容等 認可年月日 契約期間

ハミルトン・サンドストランド

・コーポレーション

（米国）

ハミルトン式プロペラの製造技術 昭和30年３月15日
昭和30年３月15日から

平成26年12月31日まで

グッドリッチ・

コーポレーション

（米国）

Ｆ－４ＥＪ機用主脚柱・前脚柱及

びアクチュエーターの製造技術
昭和45年６月29日

昭和45年６月29日から

平成31年４月30日まで

グッドリッチ・アクチュエーショ

ン・システムズ

（英国）

Ｃ－１機、Ｔ－２機及びＵＳ－１Ａ

機用フィール・シミュレーター、Ｔ

－４機用フィール・シミュレータ

・センサー、ならびにＣ－１機用

テールプレインアクチュエーター

の製造技術

昭和46年２月８日
昭和46年２月８日から

平成23年２月７日まで

グッドリッチ・

コーポレーション

（米国）

Ｆ－15Ｊジェット戦闘機用主脚及

び前脚の製造技術
昭和53年11月15日

昭和53年12月１日から

平成31年４月30日まで

クレーン・カンパニー・ハイ

ドロエア・インコーポレイ

テッド

（米国）

Ｆ－15Ｊジェット戦闘機用アンチ

スキッド・コントロールボックス、

アンチスキッド・ブレーキコント

ロール・バルブ、アンチスキッド・

ホイールセンサー、ハブキャップと

ハイドロウリック・リザーバーの

製造技術

昭和53年11月17日
昭和53年11月17日から

平成30年２月28日まで

パーカー・ハネフィン・コー

ポレーション・コントロール・

システムズ・ディビジョン

（米国）

Ｆ－15Ｊジェット戦闘機用エルロ

ンサーボアクチュエーターの製造

技術

昭和53年11月22日
昭和53年12月１日から

平成30年９月30日まで

ハミルトン・サンドストランド

・コーポレーション

（米国）

航空機等及び宇宙飛翔体用空調装

置及びその関連製品の製造技術
昭和58年８月１日

昭和58年８月24日から

平成31年９月30日まで

ハミルトン・サンドストランド

・コーポレーション

（米国）

IAE社製V2500エンジンの空圧式エ

ンジン始動システムを構成する

PS400-1空圧スターター

昭和58年８月24日
昭和58年８月24日から

平成25年12月31日まで

グッドリッチ・

コーポレーション

（米国）

ＳＨ－60Ｊ対潜ヘリコプター尾脚

の製造技術
昭和63年10月13日

昭和63年10月14日から

平成30年４月30日まで

グッドリッチ・

コーポレーション

（米国）

Ｆ－16Ｅ型航空機用降着装置の設

計、製造技術
平成８年12月11日

平成８年12月11日から

平成24年４月30日まで

ＧＥアビエーション・システムズ

（英国）

ダウティ式LCAC用プロペラの修理

及びオーバーホール技術
平成12年２月11日

平成12年２月11日から

平成23年２月10日まで

ＧＥアビエーション・システムズ

（英国）

ダウティ式SAAB340／2000用プロペ

ラの修理技術
平成12年８月25日

平成12年８月25日から

平成22年８月24日まで

ＧＥアビエーション・システムズ

（英国）

ダウティ式US－２機用プロペラの

修理技術
平成12年８月25日

平成12年８月25日から

平成22年８月24日まで

 

EDINET提出書類

住友精密工業株式会社(E02255)

有価証券報告書

11/88



契約先 契約内容等 認可年月日 契約期間

クレーン・カンパニー・ハイ

ドロエア・インコーポレイ

テッド

（米国）

Ｃ－１機用フューエルブースト・

ジェティソンポンプとＣ－１機、Ｆ

－４Ｅ機、Ｔ－２機用スキッドコン

トロールブレーキングシステムと

Ｆ－４Ｅ機用フューエルブースト

・トランスファポンプ及びＴ－４

機、Ｐ－３Ｃ機、Ｆ－４ＥＪ機用ア

ンチスキッドコントロールシステ

ムの製造技術

平成13年11月９日
平成13年11月９日から

平成31年５月31日まで

パーカー・ハネフィン・コー

ポレーション・コントロール・

システムズ・ディビジョン

（米国）　

固定翼航空機、回転翼航空機、原子

力・火力発電所、JetFoil用サーボ

バルブ等の製造技術

平成17年11月９日
平成17年11月９日から　

平成28年９月30日まで　

パーカー・ハネフィン・コー

ポレーション・ハイドロリック・

システムズ・ディビジョン

（米国）　

固定翼航空機、回転翼航空機用油圧

ポンプ、固定翼航空機、回転翼航空

機用油圧ポンプ、JetFoil用油圧ポ

ンプ等の製造・修理・Ｏ／Ｈ技術

平成17年11月９日
平成17年11月９日から　

平成27年12月31日まで　　

パーカー・ハネフィン・コー

ポレーション・ハイドロリック・

システムズ・ディビジョン・ヨー

ロッパ

（独国）　

ＵＳ－１Ａ改用油圧ポンプ、油圧

モータ、Ｐ－Ｘ機用油圧ポンプ、Ｐ

－Ｘ／Ｃ－Ｘ機用油圧モータ等の

Ｏ／Ｈ修理技術

平成17年11月９日
平成17年11月９日から　

平成27年12月31日まで　

ホーカー　ビーチクラフト　コーポ

レーション

（米国）　

ホーカービーチクラフト社製

U-125/U-125A用降着装置の修理技

術支援

平成19年３月27日
平成19年３月27日から　

平成22年10月31日まで　

 

６【研究開発活動】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は研究開発については、事業展開上の重要課題として活動を進めております。

当連結会計年度における主な研究開発の状況は次のとおりであり、研究開発費の総額は1,695百万円となっておりま

す。

(1) 航空宇宙油機事業

　航空宇宙関係につきましては、新型航空機の降着制御システムや熱制御システムの開発を進めております ほか、

降着装置システムのＥＨＡ（分散型油圧システム）やＥＭＡ（電動アクチュエーター）の実用化、空圧空調機器な

どの改良開発にも取組んでおります。油圧機器関係では市場の拡大を目指して、クーラントシステムなどの用途拡

大と更なる低騒音化に取組んでおります。当事業の研究開発費は、94百万円となっております。

(2) 熱交換器その他の産業機器事業

　熱交換器関係につきましては、プレートフィン型熱交換器や半導体素子用冷却器の改良と新用途開発に努めてお

ります。また、液化天然ガス用新型気化器の開発や、燃料電池分野の熱交換器及び関連機器の開発につきましても、

鋭意取組んでおります。

　環境関係では、オゾン発生装置を核とした水処理システムの総合的な技術開発に力を注ぎ、上下水道の浄化のほ

か、産業排水処理、ダイオキシン処理に加え製紙業界向けのパルプ漂白処理などの幅広い分野への拡販に努めてお

ります。

　半導体エレクトロニクス関連では、マイクロマシニング（ＭＥＭＳ）用プラズマプロセス装置、液晶製造用洗浄装

置などの開発と改良に取組んでおります。また、マイクロマシニング技術を適用したセンサにつきましても、次世代

ジャイロセンサや無線センサネットワークシステムの開発及び新用途の開拓に努めております。当事業の研究開発

費は1,600百万円となっております。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の経営成績に関し、売上高につきましては、事業の種類別の構成比では、航空宇宙

油機事業45％、熱交換器その他の産業機器事業55％となっております。また、全体に占める海外売上高の割合は

44.6％となっております。損益面につきましては、グループ各社を挙げて生産性向上、調達合理化及び諸経費の節減

を努めてまいりましたものの、為替の円高傾向や海外子会社におけるマイクロマシニング関連装置の受注低迷の結

果、連結営業損益は799百万円の損失（前連結会計年度は464百万円の損失）、連結経常損益は1,660百万円の損失

（前連結会計年度は1,672百万円の損失）となりました。

(3）戦略的現状と見通し

　不透明な経営環境が続く中、当社グループといたしましては、製造面での諸合理化と受注の拡大並びに新製品新分

野の開拓への取組みを継続するとともに、固定費の更なる圧縮にも努め、収益力及び競争力の維持強化を図ってま

いります。航空宇宙油機事業では、国内向け新型航空機に対応した開発を継続して推進するとともに、海外向け機種

の販売拡大とコスト競争力強化並びに米国子会社の活用を含めた修理事業拡充に一層努めてまいります。また、熱

交換器その他の産業機器事業におきましては、液化天然ガスの蒸発装置の拡販活動をより強力に進めるとともに、

小型分散エネルギーシステムなどに関する研究開発や関連製品の量産化を目指してまいります。更に、先駆けて取

組んでおりますマイクロマシニング製品の分野でも、次世代ジャイロセンサやマイクロマシニング技術を応用した

新製品の開発と拡販に注力してまいります。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは、総資産経常利益率の向上に向けまして、業績面での改善に加え、たな卸資産をはじめとする総資

産圧縮を進め、資金の効率化も図ることとしております。当連結会計年度におきましては、売上債権の回収促進を進

めてまいりましたが、生産性の向上や品質向上に向けた各種設備の導入を進めたことにより、フリー・キャッシュ

・フローは、8,778百万円の支出となっております。有利子負債残高は、借入により必要資金を調達いたしましたこ

とにより、40,196百万円となりました。なお、総資産残高は、81,282百万円と前年度末に比べ3,609百万円増加し、自

己資本比率は4.8ポイント低下しております。

　キャッシュ・フローの状況につきましては、１「業績等の概要」に記載しております。　

　　

(5）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループは、多様化、高度化する顧客のニーズに迅速に対応することを通じて、時代の変化に合わせた事業の

持続的な発展を図り、株主や顧客の皆様の信頼とご期待に応え、社会に貢献することを経営の基本方針としており

ます。これに基づき、今後の成長が期待できる事業分野に経営資源を重点的に投入し、高度な技術力を生かした商品

の開発と拡販に注力するとともに、関係会社と一丸となって収益力の早期回復・強化を図り、より強固な企業グ

ループの経営基盤確立と社業の持続的な発展に努めてまいります。

　また、利益配分に関しましては、安定的かつ継続的に配当することを基本方針としておりますが、企業体質の一層

の強化と今後の事業展開のため内部留保に意を用いるとともに、業績動向及び当社を取り巻く事業環境なども考慮

し、総合的に判断することとしております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における設備投資等については、熱交換器その他の産業機器事業における体制強化を主体としたも

のであります。

　なお、当連結会計年度の投資額は、7,008百万円であり、航空宇宙油機事業448百万円、熱交換器その他の産業機器事業

6,559百万円であります。

　また、熱交換器その他の産業機器事業のプラズマプロセス装置関連の製造設備等につきまして、英国子会社の事業統

合・構造改革等の一段の強化策を進めており、490百万円の除却損失を計上しております。

　（注）　本文中記載の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内
容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

本社工場

（尼崎市）

航空宇宙油

機事業

熱交換器そ

の他の産業

機器事業

事務所・

生産設備
7,124 4,543

1,898

(75,002)
114 222 13,903908

滋賀工場

（草津市）

航空宇宙油

機事業
生産設備 1,150 805

140

(54,841)
－ 7 2,10269

和歌山工場

（和歌山市）

熱交換器そ

の他の産業

機器事業

生産設備 660 180
－

(11,695) 
－  2 843 7

 

(2）国内子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内
容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
面積(㎡)

リース資産 その他 合計

メット㈱

入間工場

（埼玉県入間

市）

熱交換器そ

の他の産業

機器事業

事務所・

生産設備
14 2

－ 

(3,395) 
－ 8 25 72
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(3）在外子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内
容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
面積(㎡)

リース資産 その他 合計

エスピーピー

・プロセス・

テクノロジー

・システムズ

・リミテッド

（英国）

熱交換器そ

の他の産業

機器事業

事務所・

生産設備
358 284

103

(32,075)
－ 86 833383

　（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

２　提出会社の和歌山工場の土地は住友金属工業㈱からの賃借であります。

３　メット㈱の土地の面積は、賃借分で外数であります。

４　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資については、今後の生産計画、需要予測、キャッシュ・フロー等を

総合的に勘案し、グループ全体で効率的な投資となるよう、当社を中心に調整をはかり、計画を立案しております。

　当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設、改修）は、723百万円であり、その所要資金については、主として自

己資金にて賄う予定であります。

　また、当連結会計年度末における重要な設備の新設計画は、以下のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定額（百万円） 資金調達

方法
着工年月 完成予定年月

総額 既支払額

提出会社　

本社工場

　

(尼崎市)

航空宇宙油

機事業　　　　　

　　　　　　

機械装置他

　
544 506自己資金 平成21年４月　平成23年３月　

熱交換器そ

の他の産業

機器事業　

機械装置他 3,9243,310自己資金 平成21年４月 平成23年３月

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　除却等

　特に重要なものはありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末

現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年６月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 53,167,798 53,167,798

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株 

計 53,167,798 53,167,798 － －

　（注）　「提出日現在発行数」には平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発
行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　当社は、平成13年改正旧商法第341条ノ２の規定に基づき転換社債型新株予約権付社債を発行しております。

 
事業年度末現在

（平成22年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数 4,995個 4,995個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 　　　　　　　　　　　　　 普通株式　 同左

新株予約権の目的となる株式の数 5,834,160株 5,834,160株

新株予約権の行使時の払込金額 856円（注） 同左

新株予約権の行使期間 平成18年５月１日～平成23年３月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　　856円(注)

資本組入額　　428円
同左

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失し

た場合には、以後本新株予約権を行使でき

ない。また、本新株予約権の一部につき行

使請求することはできない

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

旧商法第341条ノ２第４号の定めにより、

本社債の社債部分と本新株予約権のうち

一方のみを譲渡することはできない

同左

新株予約権付社債の残高（百万円） 4,995 4,995

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項
－ －

　（注）　転換価額の修正

当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社が普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額をもって普通

株式を新たに発行し、または当社の有する当社普通株式を処分する場合（ただし、当社普通株式に転換される

証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを含む。）の転換または行使による場合を除く。）には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」と

いう。）をもって転換価額を調整する。なお、転換価額調整式で使用する既発行株式数は、当社の発行済普通株

式数から、当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。
 

    
既発行株式＋

新発行・処分株式数×１株あたりの発行処分価額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

時価

既発行株式＋新発行・処分株式数
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

  

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成18年４月１日

～

平成19年３月31日

5 53,167 2 10,311 2 11,332

　（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 38 46 107 64 1 7,740 7,996　　　　　－

所有株式数

（単元）
- 4,955 782 23,986 1,259 1 21,87352,856　311,798  

所有株式数の

割合（％）
- 9.37 1.48 45.39 2.38 0.00 41.38 100.00　　　　　－

　（注）　自己株式175,889株は、「個人その他」の欄に175単元、「単元未満株式の状況」の欄に889株含まれており　　　　
　ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

住友金属工業株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 21,394 40.24

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号　 880 1.65

住友精密共栄会 兵庫県尼崎市扶桑町１番10号 792 1.48

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社(信

託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 570 1.07

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 543 1.02

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11番３号 476 0.89

山本　辰男 兵庫県神戸市 410 0.77

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 402 0.75

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 359 0.67

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 344 0.64

計 － 26,170 49.22

　（注）　当事業年度末現在における、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式
会社及び住友信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数は、当社として把握することができません。　
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

175,000

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

52,681,000
52,681 －

単元未満株式（注）
普通株式

311,798
－

１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 53,167,798 － －

総株主の議決権 － 52,681 －

　（注）　「単元未満株式」の株式数の欄には、当社保有の自己株式が889株含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

住友精密工業株式

会社

兵庫県尼崎市扶桑

町１番10号
175,000 － 175,000 0.33

計 － 175,000 － 175,000 0.33

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 21,406 5,975

当期間における取得自己株式 4,741 1,452

　（注）　当期間における取得株式数には平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他（単元未満株式の売渡請求による売渡） 2,675 836 － －

保有自己株式数 175,889 － 180,630 －　

　（注）　当期間の保有株式数には平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売渡しによる

株式数は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　利益配分に関しましては、安定的かつ継続的に配当することを基本方針としておりますが、企業体質の一層の強化と

今後の事業展開のため内部留保に意を用いるとともに、業績動向及び当社を取り巻く事業環境なども考慮し、総合的

に判断することとしております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関は、中間配当は

取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当社の当期末の剰余金の配当につきましては、１株当たり２円（中間配当と合わせて年５円）といたしたいと存じ

ます。

　また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　なお、第64期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成21年10月29日取締役会決議 159 3.0

平成22年６月29日株主総会決議 105 2.0
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 859 831 734 432 418

最低（円） 385 540 287 319 230

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 324 274 277 287 262 308

最低（円） 271 230 239 256 245 252

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

社長

(代表取締役)
－ 神永　晉 昭和21年12月３日生

昭和44年５月当社入社

(注)２ 39,234

平成６年10月当社事業開発本部市場開発室長兼

MET事業部

平成11年６月当社支配人兼METドライ事業部長

平成12年６月当社取締役METドライ事業部長

平成12年10月当社取締役マイクロテクノロジー

事業部長

平成14年６月当社常務取締役

平成16年６月当社社長（現任）

専務取締役

(代表取締役)

　

－ 天野利郎 昭和23年６月15日生

昭和48年４月当社入社

(注)２ 7,105

平成８年６月 当社油機システム生産部長兼技術

グループ長

平成13年６月当社支配人兼開発企画部

平成14年12月メット㈱社長（現任）

平成15年２月当社支配人兼MET事業部長

平成15年６月当社取締役MET事業部長

平成16年６月当社常務取締役MET事業部長

平成18年６月当社専務取締役（現任）

常務取締役 － 彦惣憲治 昭和24年５月３日生

昭和49年４月当社入社

(注)２ 12,928

平成９年６月 当社総務部長兼総務課長

平成13年６月当社総務人事部長

平成14年６月当社支配人兼総務人事部長

平成16年６月当社取締役支配人

平成18年６月当社常務取締役（現任）

常務取締役 － 安居栄蔵 昭和26年２月21日生

昭和50年４月住友金属工業㈱入社

(注)２ 17,223

平成13年６月同社和歌山製鉄所副所長

平成15年４月当社支配人

平成16年６月当社取締役

平成18年６月当社常務取締役（現任）

常務取締役 － 中村義久 昭和26年３月27日生

昭和48年４月当社入社

(注)２ 8,206

平成11年６月当社熱交換器営業部長

平成14年６月当社支配人兼熱交換器営業部長兼

汎用熱交事業室長

平成17年６月当社取締役

平成19年６月当社常務取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

常務取締役 － 村上正裕 昭和26年７月13日生

昭和49年４月当社入社

(注)２ 10,018

平成11年４月当社熱交換器生産部長兼生産企画

課長

平成15年６月当社支配人兼熱交換器生産部長

平成18年６月　当社取締役支配人

平成20年６月当社常務取締役（現任）

常務取締役 － 貞　和生 昭和27年５月14日生

昭和51年４月住友金属工業㈱入社

(注)２ 1,998

平成３年１月 同社マイクロデバイス部業務室長

平成10年１月同社エレクトロニクス部統括部次

長

平成13年11月当社管理部次長

平成16年６月当社管理部長

平成18年６月当社支配人

平成19年６月当社取締役支配人

平成22年６月当社常務取締役（現任）

常務取締役 － 田岡良夫 昭和29年８月21日生　

昭和54年４月　当社入社

(注)２ 7,400

平成13年６月　当社航空宇宙機器技術部長

平成15年６月　当社支配人

平成16年６月　当社支配人兼航空宇宙第二営業部

長

平成20年６月　当社取締役支配人

平成22年６月　当社常務取締役（現任）

取締役 － 八木　良蔵 昭和27年２月24日生

昭和50年４月当社入社

(注)３ 5,000

平成20年11月当社創事業研究部技術主幹兼材料

リサーチラボ長

平成21年６月当社技師長兼創事業研究部材料リ

サーチラボ長

平成21年10月当社技師長

平成22年６月当社取締役（現任）

常任監査役 － 森　正人 昭和25年９月25日生

昭和49年４月当社入社

(注)４ 10,018
平成11年10月当社管理部長

平成16年６月当社支配人

平成18年６月当社常任監査役（現任）

常任監査役 － 笠野公一郎 昭和24年12月５日生

昭和47年４月当社入社

(注)５ 7,509

平成15年６月当社創事業研究部長

平成17年８月当社業務改革推進部長

平成18年６月　当社支配人兼業務改革推進部長

平成19年６月　当社支配人兼産業システム事業部

産業システム生産部長兼業務改革

推進部長

平成20年６月当社常任監査役（現任）

監査役

(非常勤)
－ 中西康政 昭和19年７月20日生

昭和45年４月弁護士登録（大阪弁護士会）

(注)４ 3,000

昭和50年４月中西康政法律事務所開設

平成２年４月 土佐堀法律事務所開設

平成２年４月 大阪弁護士会副会長（１年間）

平成16年６月当社監査役（現任）

監査役

(非常勤)
－ 森　恵一 昭和32年２月23日生

昭和57年４月弁護士登録（大阪弁護士会）

(注)４ －
平成元年４月 森恵一法律事務所開設

平成19年３月色川法律事務所入所

平成19年６月当社監査役（現任）

    計    129,639

　（注）１　監査役のうち中西　康政及び森　恵一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成21年６月26日開催の定時株主総会終結の時から２年間 

３　平成22年６月29日開催の定時株主総会終結の時から１年間

４　平成19年６月28日開催の定時株主総会終結の時から４年間

５  平成20年６月27日開催の定時株主総会終結の時から３年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループ（当社及び子会社）は、株主価値の拡大に取り組むとともに、経営の健全性や透明性をチェックし、

確保することを通して株主や取引先より高く評価され、社会からも信頼される企業を目指しております。コーポ

レート・ガバナンスの実効性を十二分に確保するため、経営上の意思決定、執行及び監督に関する内部統制、リスク

管理などが適切に機能し続けるための施策を講じ、その徹底を図ることを、経営上の最重要課題と位置付けており

ます。

①企業統治の体制

・企業統治の体制の概要　

　当社は、監査役制度を採用しており、経営上の意思決定、執行及び監督に関しましては、取締役９名（平成22年６月

30日現在、うち社外取締役０名）による取締役会が、重要事項を決定するとともに具体的業務の執行状況を監督し、

定例及び臨時の取締役会のほか、経営幹部による経営会議、各部門毎の事業検討会議などを適宜開催し十分に議論

を加えるとともに、複数の弁護士事務所から必要の都度、助言を受けるなど、適正かつ迅速に事業を推進する体制を

とっております。

・企業統治の体制を採用する理由　

　当社の業務執行状況については、取締役会、監査役及び監査役会により適正な監督を図り、また２名の社外監査役

を選任していることから経営監視機能の客観性は確保できていると考えており、社外取締役は選任しておりませ

ん。社外取締役による業務執行者から独立した立場での監督機能に関しては、社外監査役がこれを代替しており、取

締役会等で必要な発言、提言を行うことで、経営の監視機能は有効に保たれていると考えております。

・内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況　

　内部統制システムにつきましては、各部署における業務執行の組織・業務分掌・決裁基準等に関する規程を定め、

権限及び責任の明確化を図りますとともに、内部監査規程並びに内部統制規程を定め、社長直轄の内部監査室（５

名）が監査役他とも連係を保ちながら、法令遵守状況及び業務の効率性並びに財務報告に係る内部統制の整備状況

等の監査を実施することとしております。また、社長が統括するＣＳＲ委員会を設置し、内部統制システム全般の構

築・維持を推進するとともに、下部にコンプライアンス委員会など各専門委員会を設け、業務執行に於ける内部統

制システムの具体的な運用を図り、改善効果の担保に努めております。

②監査役監査の状況

　監査役４名（うち社外監査役２名）が、取締役会他の重要会議に出席し経営執行状況の的確な把握と監視に努め

るとともに、監査役会の定める監査の方針及び職務の分担に従い、職務を補助する監査役室他も活用の上、取締役の

職務執行につきまして監査を行っております。なお、うち監査役１名は経理部門に３２年在籍し相当程度の知見を

有しております。

　

③社外監査役の状況

　当社の社外監査役は２名であります。社外監査役　中西康政及び森恵一は当社の顧問弁護士の経験もあり、当社の

監査に当たり必要な専門性を備えていると考えております。社外監査役の企業統治において果たす機能及び役割並

びに選任状況に関する考え方については「企業統治の体制を採用する理由」に記載しております。

　

④役員報酬等

・当期中に取締役及び監査役に支払った報酬等　取締役　　13名　237百万円（内、社外　－百万円）

監査役　　４名　 42百万円（内、社外2名　9百万円）

報酬等の種類別は、全て基本報酬によるものです。　

・上記の取締役の支給人員には、平成21年６月26日開催の第63期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役

　１名を含んでおります。

なお、連結報酬等の総額が１億円以上の役員はおりませんので、個別開示は省略しており、使用人兼務役員の使用

人給与のうち、重要なものもございません。

また、当社は定款において取締役の定足数を15名以内、役員報酬額は株主総会の決議によって定めることと規定

しております。
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⑤会計監査の状況

　会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結し、通常の監査に加え、適宜、会計上必要な

助言を受けております。また、同監査法人は監査計画の説明や監査結果の報告等を通じて、監査役と情報を共有し、

監査遂行上必要な連携を図っております。

　・業務を執行した公認会計士　鳥巣 宣明氏、柴田 良智氏、荒牧 秀樹氏

監査業務に係る補助者　公認会計士５名、その他８名

 

　　⑥経営の健全性・透明性に関する事項

　更に、経営内容の透明性を高め、説明責任を適正に果たすため、機関投資家やアナリスト向け決算説明会の開催、一

般株主への電磁的方法も含めた情報開示などに努めております。また、高い倫理観に根ざした企業行動を完遂する

ため、企業理念、社員行動指針を掲げ、その実践と徹底に努めております。更に、環境との調和を経営の重要課題の一

つと考え、ＩＳＯ14001等の遵守に加え、各分野で培ってまいりました基盤技術を活かして環境保全につながる技術

や製品の開発を推進し、社会に貢献してまいります。
 
　　⑦特定の決議要件に関する事項

イ 取締役の選任および解任の決議要件

・当社は、取締役の選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主の出席を必要とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨

定款に定めております。

・当社は、取締役の解任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出

席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

ロ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

・自己株式の取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項に基づき、取締役会の決議によって

市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

・中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項に基づき、取締役会の決議によっ

て中間配当を実施することができる旨定款に定めております。

 

　　 ⑧ 株式保有の状況

　当社が保有している投資有価証券はすべて政策投資目的の投資株式であり、その銘柄数は30銘柄で貸借対照表計

上額は1,066百万円であります。　上場投資株式の上位10銘柄は

住友商事　183千株　196百万円、住友信託銀行　355千株　194百万円、東京瓦斯　256千株　105百万円、

三井住友フィナンシャルグループ　27千株　83百万円、横浜銀行　117千株　53百万円、

川崎重工業　200千株　51百万円、三井住友海上グループホールディングス　6千株　17百万円、

三菱UFJフィナンシャルグループ　24千株　12百万円、南都銀行　22千株　11百万円、トッキ　25千株　11百万円

　

であり、いずれも取引先等との友好関係の維持のため保有しております。

　　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 40 1 47 －

連結子会社 － － － －

計 40 1 47 －
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②【その他重要な報酬の内容】

　

（前連結会計年度）　

　

　当社の連結子会社でありますサーフェイス・テクノロジー・システムズ・ピーエルシー及びスミトモプレシ

ジョン・ユーエスエイ・インクは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitteに対し

て、監査証明業務に基づく報酬として９百万円支払っております。　

　

（当連結会計年度）　

　

　当社の連結子会社でありますエスピーピー・プロセス・テクノロジー・システムズ・リミテッド及びスミトモ

プレシジョン・ユーエスエイ・インクは、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているDeloitte

に対して、監査証明業務に基づく報酬として14百万円支払っております。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　

（前連結会計年度）　

　

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容といたしましては、内部統制業務にか

かるものです。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、当社の規模、業務の特性ならびに監査日数等を勘案して決定しております。 
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第５【経理の状況】
１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表については、

監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の財務諸表については、有限責任監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。 

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、また、公益財団法人財務会計基準

機構内の企業会計基準委員会の行うセミナー等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,907 4,897

受取手形及び売掛金 21,784 21,317

製品 4,034 5,177

仕掛品 9,732 10,714

原材料及び貯蔵品 5,256 7,191

繰延税金資産 1,073 951

その他 2,667 3,557

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 52,453 53,806

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 16,150 17,027

減価償却累計額 △6,845 △7,273

建物及び構築物（純額） ※1
 9,304

※1
 9,754

機械装置及び運搬具 25,901 28,192

減価償却累計額 △20,260 △22,289

機械装置及び運搬具（純額） 5,641 ※1
 5,902

土地 ※1
 3,665

※1
 3,675

リース資産 168 168

減価償却累計額 △19 △53

リース資産（純額） 148 114

建設仮勘定 470 4

その他 3,634 3,901

減価償却累計額 △3,068 △3,420

その他（純額） 566 480

有形固定資産合計 19,797 19,933

無形固定資産

のれん 318 1,776

その他 288 1,065

無形固定資産合計 607 2,842

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 3,022

※2
 2,658

長期貸付金 77 274

繰延税金資産 1,113 1,489

その他 ※2
 602

※2
 462

貸倒引当金 △1 △4

投資損失引当金 － △179

投資その他の資産合計 4,815 4,701

固定資産合計 25,219 27,476

資産合計 77,673 81,282
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,245 9,786

短期借入金 14,965 19,731

1年内償還予定の新株予約権付社債 － 4,995

1年内返済予定の長期借入金 1,303 ※1
 2,229

リース債務 33 174

未払金 4,596 ※1
 3,513

未払法人税等 143 93

賞与引当金 1,178 1,074

その他 901 1,577

流動負債合計 33,368 43,176

固定負債

新株予約権付社債 4,995 －

長期借入金 ※1, ※4
 12,445

※1, ※4
 12,263

リース債務 114 802

退職給付引当金 41 44

その他 135 ※1
 1,081

固定負債合計 17,732 14,192

負債合計 51,100 57,368

純資産の部

株主資本

資本金 10,311 10,311

資本剰余金 11,332 11,332

利益剰余金 4,770 1,659

自己株式 △69 △74

株主資本合計 26,345 23,229

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 125 222

繰延ヘッジ損益 － 38

為替換算調整勘定 102 423

評価・換算差額等合計 227 684

純資産合計 26,573 23,914

負債純資産合計 77,673 81,282
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 48,805 42,766

売上原価 ※1, ※2
 40,061

※1, ※2
 34,141

売上総利益 8,743 8,625

販売費及び一般管理費

販売手数料 1,159 858

従業員給料及び手当 1,727 2,121

賞与引当金繰入額 393 372

退職給付費用 215 231

減価償却費 441 566

研究開発費 ※1
 1,499

※1
 1,695

のれん償却額 37 75

その他 3,734 3,501

販売費及び一般管理費合計 9,208 9,424

営業損失（△） △464 △799

営業外収益

受取利息 23 134

受取配当金 44 41

持分法による投資利益 149 －

受取補償金 37 －

その他 49 93

営業外収益合計 304 269

営業外費用

支払利息 423 411

固定資産廃却損 93 68

為替差損 841 397

持分法による投資損失 － 37

その他 155 215

営業外費用合計 1,512 1,130

経常損失（△） △1,672 △1,660

特別損失

投資損失引当金繰入額 － ※3
 179

固定資産廃却損 － ※4
 490

減損損失 － ※5
 701

特別損失合計 － 1,371

税金等調整前当期純損失（△） △1,672 △3,031

法人税、住民税及び事業税 108 120

法人税等還付税額 △77 －

法人税等調整額 △696 △333

法人税等合計 △665 △213

当期純損失（△） △1,007 △2,818
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 10,311 10,311

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,311 10,311

資本剰余金

前期末残高 11,332 11,332

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,332 11,332

利益剰余金

前期末残高 6,186 4,770

当期変動額

剰余金の配当 △371 △291

当期純損失（△） △1,007 △2,818

自己株式の処分 △0 △0

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △37 －

当期変動額合計 △1,416 △3,110

当期末残高 4,770 1,659

自己株式

前期末残高 △65 △69

当期変動額

自己株式の取得 △7 △5

自己株式の処分 3 1

当期変動額合計 △4 △4

当期末残高 △69 △74

株主資本合計

前期末残高 27,766 26,345

当期変動額

剰余金の配当 △371 △291

当期純損失（△） △1,007 △2,818

自己株式の取得 △7 △5

自己株式の処分 2 0

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △37 －

当期変動額合計 △1,420 △3,115

当期末残高 26,345 23,229
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 345 125

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△219 96

当期変動額合計 △219 96

当期末残高 125 222

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 38

当期変動額合計 － 38

当期末残高 － 38

為替換算調整勘定

前期末残高 668 102

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△566 321

当期変動額合計 △566 321

当期末残高 102 423

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,013 227

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△785 456

当期変動額合計 △785 456

当期末残高 227 684

純資産合計

前期末残高 28,779 26,573

当期変動額

剰余金の配当 △371 △291

当期純損失（△） △1,007 △2,818

自己株式の取得 △7 △5

自己株式の処分 2 0

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △37 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △785 456

当期変動額合計 △2,206 △2,659

当期末残高 26,573 23,914
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △1,672 △3,031

減価償却費 2,421 3,195

減損損失 － 701

のれん償却額 37 75

賞与引当金の増減額（△は減少） △127 △103

退職給付引当金の増減額（△は減少） △393 3

投資損失引当金の増減額（△は減少） － 179

受取利息及び受取配当金 △67 △175

支払利息 423 411

為替差損益（△は益） 765 187

持分法による投資損益（△は益） △149 37

固定資産廃却損 93 558

売上債権の増減額（△は増加） △2,993 1,307

たな卸資産の増減額（△は増加） △37 △1,532

仕入債務の増減額（△は減少） 691 △3,212

その他の資産の増減額（△は増加） △295 △860

その他の負債の増減額（△は減少） △967 2,121

小計 △2,272 △136

利息及び配当金の受取額 62 177

利息の支払額 △392 △413

法人税等の還付額 89 309

法人税等の支払額 △270 △143

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,784 △206

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,221 △7,188

有形固定資産の売却による収入 － 49

無形固定資産の取得による支出 △100 △46

投資有価証券の取得による支出 △75 △57

投資有価証券の売却による収入 14 －

関連会社の有償減資による収入 － 810

事業譲受による支出 － △1,954

その他 △239 △185

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,623 △8,572

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,335 4,459

長期借入れによる収入 8,078 2,000

長期借入金の返済による支出 △855 △1,303

リース債務の返済による支出 △19 △110

自己株式の取得による支出（純額） △4 －

配当金の支払額 △371 △291

セール・アンド・リースバック取引による収入 － 935

その他 － △5

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,164 5,684

現金及び現金同等物に係る換算差額 △739 △28

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,016 △3,122

現金及び現金同等物の期首残高 6,872 7,888

現金及び現金同等物の期末残高 7,888 4,766
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　10社

  主要な連結子会社名は、「第１　企

業の概況　４　関係会社の状況」に記

載しているため、省略しております。

  

　なお、サーフェイス・テクノロジー

・ゲーエムベーハーは清算いたしま

したので当連結会計年度より連結子

会社から除いております。

(1）連結子会社の数　　　17社

  主要な連結子会社名は、「第１　企

業の概況　４　関係会社の状況」に記

載しているため、省略しております。

  

　なお、当連結会計年度においてエス

ピーピー・プロセス・テクノロジー

・システムズ・リミテッド他６社の

子会社を設立したため、当連結会計年

度より連結子会社に含めております。

 (2）主要な非連結子会社の名称等

　新泉精機㈱、住精サービス㈱、寧波住

精液圧工業有限公司、プライマックス

・インク

(2）主要な非連結子会社の名称等

同左

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等はいずれも

連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ておらず、連結から除外しておりま

す。

（連結の範囲から除いた理由）

同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の非連結子会社数

０社

(1）持分法適用の非連結子会社数

０社

 (2）持分法適用の関連会社数　　 　４社

主要な会社名

　シリコン・センシング・システムズ

・リミテッド

(2）持分法適用の関連会社数　　 　４社

主要な会社名

同左

 (3）持分法を適用していない非連結子会

社（新泉精機㈱ほか３社）、関連会社

（クロスボー㈱ほか１社）は、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用範囲

から除外しております。

(3）　　　　　  同左

 (4）持分法適用会社のうち、決算日が連結

決算日と異なる会社については、各社

の事業年度に係る財務諸表を使用し

ております。

(4）　　　　　 同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社のうち、メット㈱、サーフェイ

ス・テクノロジー・システムズ・ピーエ

ルシー及び住精産業㈱他５社の決算日は、

12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

　連結子会社のうち、メット㈱、エスピー

ピー・プロセス・テクノロジー・システ

ムズ・リミテッド及び住精産業㈱他12社

の決算日は、12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

４　会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

  

①　有価証券

 

その他有価証券

（イ）時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）

その他有価証券

（イ）時価のあるもの

　　　　　同左

 （ロ）時価のないもの

　移動平均法による原価法

（ロ）時価のないもの

同左

② デリバティブ  時価法

 

同左

 

③　たな卸資産

 

（イ）製品、半製品及び仕掛品

　主として、総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定)

　なお、仕掛品の一部については、個

別法による原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)によっており

ます。

（イ）製品、半製品及び仕掛品

　主として、総平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定) 　

　なお、仕掛品の一部については、個

別法による原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)によっており

ます。

 （ロ）原材料、貯蔵品

　主として、移動平均法による原価

法(貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により

算定)

（ロ）原材料、貯蔵品

　主として、移動平均法による原価

法(貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により

算定)

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第

９号平成18年7月5日公表分）を適用し

ております。

　これにより、営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失は、それぞれ

1,116百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響額

は当該箇所に記載しております。 
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の
減価償却の方法

  

①　有形固定資産（リー
ス資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は主として定
率法によっております。（ただし当社の
建物は定額法）また、在外連結子会社は
定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物
３年～50年、機械装置及び運搬具４年～
９年となっております。

　当社及び国内連結子会社は主として定
率法によっております。（ただし当社の
建物は定額法）また、在外連結子会社は
定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、建物及び構築物
３年～50年、機械装置及び運搬具４年～
９年となっております。

 （追加情報）
　当社及び国内連結子会社の機械装置に
ついては、従来、耐用年数を４年～17年
としておりましたが、当連結会計年度よ
り４年～９年に変更しております。これ
は、平成20年度の税制改正を契機に耐用
年数を見直したことによるものであり
ます。
　これによる損益への影響は軽微であり
ます。
　なお、セグメント情報に与える影響額
は当該箇所に記載しております。　

　

②　無形固定資産（リー
ス資産を除く）

　定額法によっております。
　なお、ソフトウェア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっており
ます。

定額法によっております。　
　なお、ソフトウェア（自社利用分）に
ついては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっており
ます。
　また、企業結合により取得した技術資
産については、事業活動における利用可
能期間(20年)に基づく定額法によって
おります。　

③　リース資産 所有権移転ファイナンス・リース取引
に係るリース資産
　
　　　　　──────
　
　
　所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。
　なお、リース取引開始日が平成20年３
月31日以前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。
（会計方針の変更）
　所有権移転外ファイナンス・リース取
引については、従来、賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっておりま
したが、当連結会計年度より「リース取
引に関する会計基準」（企業会計基準
第13号（平成５年６月17日（企業会計
審議会第一部会）、平成19年３月30日改
正））及び「リース取引に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第16号（平成６年１月18日（日本
公認会計士協会　会計制度委員会）、平
成19年３月30日改正））を適用し、通常
の売買取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。
　この変更による損益への影響はありま
せん。

所有権移転ファイナンス・リース取引
に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償
却方法と同一の方法を採用しておりま
す。　　　　　

　
　所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。　
　なお、リース取引開始日が平成20年３
月31日以前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基
準

　  

①　貸倒引当金 　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え
るため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

同左

②　投資損失引当金 ────── 　関係会社への投資に対する損失に備え
るため、その財政状態等を勘案し、必要額
を計上しております。　

③　賞与引当金 　従業員の賞与の支給に充てるため、支
給見込額に基づき計上しております。

同左

④　退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
　過去勤務債務については、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により
費用処理しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。　
　過去勤務債務については、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により
費用処理しております。

 　数理計算上の差異については、各連結
会計年度の発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしております。
　なお、当社においては、当連結会計年度
末において前払年金費用となっており
、投資その他の資産の「その他」に含め
て表示しております。

　数理計算上の差異については、各連結
会計年度の発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度から費用処理
することとしております。　
　なお、当社においては、当連結会計年度
末において前払年金費用となっており
、投資その他の資産の「その他」に含め
て表示しております。
　

　 　
　

（会計方針の変更）
　当連結会計年度より「「退職給付に係
る会計基準」の一部改正（その３）」
(企業会計基準第19号 平成20年７月31
日)を適用しております。
　この変更による損益への影響はありま
せん。
  なお、本会計基準の適用に伴い発生す
る退職給付債務の差額はありません。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(4）重要な収益及び費用の
計上基準

──────
　

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
イ　当連結会計年度末までの進捗部分につ
いて成果の確実性が認められる工事
　工事進行基準（工事の進捗率の見積り
は原価比例法）
ロ　その他の工事
　工事完成基準
(会計方針の変更）
　請負工事に係る収益の計上基準について
は、従来、工期１年以上の工事については工
事進行基準を、その他の工事については工
事完成基準を適用しておりましたが、当連
結会計年度より、同期間から着手した工事
契約に対して、「工事契約に関する会計基
準」（企業会計基準第15号　平成19年12月
27日）及び「工事契約に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第18号
　平成19年12月27日）を適用しております。
　これにより、売上高は32百万円増加し、営
業損失、経常損失及び税金等調整前当期純
損失は、それぞれ4百万円減少しておりま
す。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当
該箇所に記載しております。

(5）重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。
　なお、在外子会社等の資産、負債、収益
及び費用は決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資産の部
における為替換算調整勘定に含めてお
ります。

同左　

(6）重要なヘッジ会計の方
法

①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。
　なお、適用要件を満たす為替予約
については、振当処理によることと
しております。

①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。
　

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象
     ヘッジ手段……為替予約

       ヘッジ対象……外貨建売上債権及　　
　　　び外貨建予定取
引 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
同左 

 

③　ヘッジ方針
　当社は、社内規定に基づき、為替の
市場変動リスクを回避する目的に
限定して実施することとしており、
実需を伴わないデリバティブ取引
は行わない方針であります。

③　ヘッジ方針
同左

 ④　ヘッジ有効性評価の方法
　当社は、振当処理の要件を満たす
為替予約については、有効性の評価
は省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点
までの期間において、ヘッジ対象と
ヘッジ手段の相場変動の累計等を
比較し、両者の変動額等を基礎にし
て判断しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

(7）その他連結財務諸表作
成のための重要な事項

  

　消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっております。

同左

５　連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法を採用しており
ます。

同左

６　のれんの償却に関する事
項 

　のれんの償却については、子会社の実
態に基づいた期間(10年)にわたり、均等
償却を行っております。 

同左　

７　連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

　連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金（現金及び現金同等物）は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容易
に換金可能であり、かつ、価値の変動に
ついて僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の到来す
る短期投資からなっております。

同左

８　連結財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項
の変更

　(連結財務諸表作成における在外子会社の
会計処理に関する当面の取扱い)
　当連結会計年度より、「連結財務諸表
作成における在外子会社の会計処理に
関する当面の取扱い」(実務対応報告第
18号　平成18年５月17日)を適用し、連結
決算上、必要な修正を行っております。
　これによる損益への影響は軽微であり
ます。
　なお、セグメント情報に与える影響額は
当該箇所に記載しております。

──────

 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
    至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
    至　平成22年３月31日）

(連結貸借対照表関係)
「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等
の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府
令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお
いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結
会計年度から「製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に
区分掲記しております。
なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「製
品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ3,792百
万円、9,614百万円、6,254百万円であります。

　
──────

　
　
　
　
　

──────
　
　

　
(連結キャッシュフロー計算書関係)
 　前連結会計年度において、区分掲記しておりました「財
務活動によるキャッシュフロー」の「自己株式の取得によ
る支出(純額)」(当連結会計年度△5百万円)は重要性がな
いため、当連結会計年度より「財務活動によるキャッシュ
フロー」の「その他」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１　担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 959百万円

土地 93百万円

計 1,053百万円

建物 546百万円(187百万円)(注)1

構築物

機械及び装置　

土地　

13百万円( 13百万円)(注)1

94百万円( 94百万円)(注)1　

512百万円(408百万円)(注)1

計 1,167百万円(704百万円)(注)1

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

長期借入金 428 百万円

長期借入金(注2)

長期未払金(注2)

3,357 百万円(2,881百万円)(注)1

   219 百万円( 219百万円)(注)1　

計　 3,577百万円(3,101百万円)(注)1

　

　

(注)1.上記のうち、()内書は工場財団抵当に供さ

　　　れている資産及び債務を示しております。　

　 2.長期借入金及び長期未払金には1年内返済予

　　 定又は1年内支払予定分を含んでおります。　

※２　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは、次のとおりであります。

※２　非連結子会社及び関連会社に係る注記

　各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券（株式）      2,157百万円

その他（出資金）   57百万円

投資有価証券（株式）      1,591百万円

その他（出資金）   57百万円

　３　偶発債務 　３　偶発債務

    従業員の住宅資金借入債務に係

る連帯保証債務
3 百万円

    従業員の住宅資金借入債務に係

る連帯保証債務
1 百万円

※４　財務制限条項

　当連結会計年度末の借入金の内、7,000百万円(契

約日 平成20年11月25日、返済期限 平成25年11月30

日)、及び、4,445百万円(契約日 平成19年10月26日、

返済期限 平成24年10月31日)については、各々、金

融機関との契約に財務制限条項が付されておりま

す。内容は以下のとおりですが、これらに抵触した

場合には当該借入金の一括返済を求められる可能

性があります。

(1)各事業年度の末日における連結貸借対照表及び

貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、

各々の契約時の前年度末の連結貸借対照表及び貸

借対照表に記載された純資産の部の合計金額の

80％に相当する金額(単位億円 端数切上げ)以上

に、それぞれ維持すること。

(2)各々の契約締結日以降に到来する各事業年度の

末日における連結損益計算書及び損益計算書 に記

載される経常損益が損失の場合、直後の事業年度末

日における連結損益計算書及び損益計算書に記載

される経常損益を損失としないこと。

  

※４　財務制限条項

　当連結会計年度末の借入金の内、7,000百万円(契

約日 平成20年11月25日、返済期限 平成25年11月30

日)、及び、3,335百万円(契約日 平成19年10月26日、

返済期限 平成24年10月31日)については、各々、金

融機関との契約に財務制限条項が付されておりま

す。内容は以下のとおりですが、これらに抵触した

場合には当該借入金の一括返済を求められる可能

性があります。

(1)各事業年度の末日における貸借対照表に記載さ

れる純資産の部の合計金額を254億円以上に、連結

貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を

231億円以上にそれぞれ維持すること。

(2)平成22年３月期以降(当該期を含む)の各事業年

度の末日において、損益計算書及び連結損益計算書

に記載される経常損益について、２期連続で経常損

失としないこと。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額

      1,499百万円       1,695百万円

 

※２　　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　

1,116百万円 

 

※２　　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。なお、以下の金額は戻入額と切下

額を相殺した後のものです。

△298百万円 

　

   　　

　　　　　　──────

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　──────

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　──────

　

   　　　　　　　　

※３　投資損失引当金繰入額

　　　　関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財

政状態等を勘案し、必要額を計上したものでありま

す。

　

※４　固定資産廃却損

　　　　プラズマプロセス装置関連の英国子会社において進

めていた事業統合及び構造改革等の結果により発

生した機械装置の廃却損であります。　

　

※５　減損損失

　　　　当社グループは、資産のグルーピングは、事業用資産

については管理上の区分に基づき、遊休資産等につ

いては、個別資産ごとにグルーピングを行っており

ます。

      　当連結会計年度において、当社グループは以下の

遊休資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

英国ウェールズ 工場事務所 建物　

　

　　　　当連結会計年度において、時価が著しく下落した建物

の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失（701百万円）として特別損失に計上し

ました。なお、当資産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、建物については直近、近隣

の取引事例により評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 53,167,798 - - 53,167,798

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 143,701 21,108 7,651 157,158

　（注）１　普通株式の株式数の増加21,108株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２　普通株式の株式数の減少7,651株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 185 3.5平成20年３月31日平成20年６月30日

平成20年10月30日

取締役会
普通株式 185 3.5平成20年９月30日平成20年12月1日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 132 2.5平成21年３月31日平成21年６月29日
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 53,167,798 - - 53,167,798

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 157,158 21,406 2,675 175,889

　（注）１　普通株式の株式数の増加21,406株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２　普通株式の株式数の減少2,675株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

３　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 132 2.5   平成21年３月31日平成21年６月29日

平成21年10月29日

取締役会
普通株式 159 3.0   平成21年９月30日平成21年12月1日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 105 2.0   平成22年３月31日平成22年６月30日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日） （平成22年３月31日）

現金及び預金勘定 7,907百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △18百万円

現金及び現金同等物 7,888百万円

現金及び預金勘定 4,897百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △131百万円

現金及び現金同等物 4,766百万円

　　 　　　　　　

　──────

　　 　　　　　　　

２　　当連結会計年度に事業の譲受けにより増加した資産

及び負債の主な内訳は次のとおりであります。

 　

流動資産 3,288百万円

固定資産 875百万円

のれん　 1,311百万円　

資産合計 5,474百万円

流動負債 3,097百万円

固定負債 423百万円

負債合計 3,520百万円
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（リース取引関係）

　

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主として、ホストコンピュータ及びコンピュータ端

末機（「工具、器具及び備品」）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　　　　　　　　　　同左

　

②　リース資産の減価償却の方法

同左　

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

同左

(1）取得価額相当額等 (1）取得価額相当額等

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額（百
万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

25 17 8

工具、器具及び
備品

150 89 60

ソフトウエア 8 2 6
合計 185 110 74

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額（百
万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び
運搬具

22 17 4

工具、器具及び
備品

117 83 34

ソフトウエア 8 4 4
合計 148 104 43

（注）１　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法によって算出しており
ます。

（注）１　　　　　　　 同左

２　減損の対象となったリース資産はありません。
（以下、同様。）

２　　　　　　　 同左

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額
１年内  31 百万円
１年超 43 百万円
合計   74 百万円

１年内  24 百万円
１年超 19 百万円
合計   43 百万円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法によって
算出しております。

　（注）　　　　　　 同左

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料   40百万円
減価償却費相当額   40百万円

支払リース料   31百万円
減価償却費相当額   31百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする
定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法
同左

２　オペレーティング・リース取引 ２　オペレーティング・リース取引
　　オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のも
のに係る未経過リース料

　　オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のも
のに係る未経過リース料

１年内   18百万円
１年超   13百万円
合計   32百万円

１年内   13百万円
１年超   8百万円
合計   22百万円
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（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一時

的な余資は主に安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図ってお

ります。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権の為替の変動リスクは、内部管理規定に基

づき実需の範囲でヘッジを目的として先物為替予約を行い低減を図っております。

　投資有価証券は、主に株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。また、長期

貸付金は主として関係会社に対するものであります。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて1年以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについて

は、為替の変動リスクに晒されておりますが、変動リスクの大きい一部のものについては先物為替予約を利用し

てヘッジする場合があります。

　借入金、新株予約権付社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達

を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後６年半後であります。このうち一部は、金利の変動リスクに

晒されており、金利変動が激しい局面ではデリバティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジする場合が

あります。

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前

述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (6)重要なヘッジ会計

の方法」をご参照下さい。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門における営業管理部が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同様

の管理を行なっております。

　  デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほと

んどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、変動リスクの

大きい一部のものについては先物為替予約を利用してヘッジしております。また、当社は、借入金に係る支払金

利の変動リスクを抑制するために、金利変動が激しい局面では金利スワップ取引を利用してヘッジする場合が

あります。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の

債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当部署が

決裁担当者の承認を得て行なっております。

　連結子会社についても、当社のデリバティブ管理規程に準じて、同様の管理を行なっております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。

　　

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）2．参照）。
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連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 4,897 4,897 －

(2）受取手形及び売掛金 21,317 21,317 －

(3）投資有価証券 778 778 －

　資産計 26,994　 26,994 －

(1）支払手形及び買掛金 (9,786) (9,786) －

(2）短期借入金 (19,731) (19,731) －

(3) 1年内償還予定の新株予約権付

社債　
(4,995)　 (4,912) 82

(4) 長期借入金(*1)　 (14,492)　 (14,483) 8

(5) リース債務(*1)　 (977)　 (991)　 △13　

　負債計 (49,983)　 (49,905)　 77

 デリバティブ取引(*2) 　 　 　

　①ヘッジ会計が適用されていない

もの
(13)　 (13)　 －

　②ヘッジ会計が適用されているも

の
64　 64　 －

デリバティブ取引計 51　 51　 －

(*1)長期借入金及びリース債務については、1年内返済予定分を含めた額で表示しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については

（ ）で示しております。

　

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

る事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

　

　負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3)1年内償還予定の新株予約権付社債

　1年内償還予定の新株予約権付社債の時価は、市場価格に基づき算定する方法によっております。

(4)長期借入金、(5)リース債務

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式等 1,879

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有

価証券」には含めておりません。

　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 4,897 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金 21,317 －　 －　 －　

合計 26,215　 － － －
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４. 1年内償還予定の新株予約権付社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照下さい。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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（有価証券関係）

　前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

区分 種類
連結会計年度

取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

(1）連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 408 620 212

債券 -     - -
その他     - - -

小計 408 620 212

(2）連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

株式 11 10 △1

債券 - - -
その他 - - -

小計 11 10 △1

合計 419 631 211

 

２　連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日） 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

14 － 0

 

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成21年３月31日）

区分
連結会計年度

　
連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券     

非上場株式

投資事業組合　

217

16　

 

当連結会計年度

１．その他有価証券（平成22年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 775 414 360

(2）債券 - - - 

(3）その他 - - -

小計 775 414 360

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 3 4 △1

(2）債券 - - - 

(3）その他 - - -

小計 3 4 △1

合計 778 419 359
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（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度　

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

①　取引の内容及び利用目的

　外貨建売上債権及び外貨建予定取引について為替変動リスクを回避する目的で、為替予約取引を行っております。

　なお、当社はヘッジ会計を適用しております。ヘッジ会計の方法等については、「連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項　４　会計処理基準に関する事項　(6）重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。

②　取引に対する取組方針

　対象となる具体的な債権債務等に基づき、リスクヘッジの目的に限定して実施することとしており、短期的な売買益

の稼得のためのいわゆるトレーディング目的の取引やレバレッジの高い投機目的の取引は行わない方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

　実需原則に基づき実施していることから、デリバティブ取引の時価変動は外貨建売上債権等のヘッジ対象取引の時

価変動と相殺され、市場変動リスクはほとんどないものと認識しております。

　また、取引は信用度の高い金融機関と行っており、相手先の契約不履行等によるリスクは小さいものと判断しており

ます。

④　取引に係るリスクの管理体制

　対象、権限等を定めた社内規定に従って実施することとしており、決裁権者の承認に基づき実行するとともに、適宜、

必要な報告を行っております。

２　取引の時価等に関する事項

通貨関連

区分 種類
前連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     
売建     
米ドル 366 - 459 △93

ユーロ 179 - 203 △24

合計  545 - 663 △117

 (注)1. 時価の算定方法　　　期末の時価は先物相場を使用しております。

　　 2. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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　当連結会計年度

1. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

金利関連　

区分 取引の種類
当連結会計年度（平成22年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等のうち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引
金利スワップ取引     
変動受取・固定支払 476 476 △13 △13

合計 476 476 △13 △13

　(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

　

　　

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等　
（百万円）　

契約額等のうち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

原則的処理方法
為替予約取引     
　売建     
　 米ドル 　売掛金 1,457 － 64
合計 1,457 － 64

　

(注) 時価の算定方法

　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　なお、一部の在外連結子会社は、確定拠出型の退職年金制度を設けております。

２　退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

 

①　退職給付債務

②　年金資産

③　未積立退職給付債務（①＋②）

④　未認識過去勤務債務（債務の減額）

⑤　未認識数理計算上の差異（債務の増額）
 

⑥　連結貸借対照表純額 （③+④+⑤）

⑦　前払年金費用

  ⑧  退職給付引当金（⑥-⑦）

 

（百万円） 

△5,750 

3,052 

△2,697 

△140 

2,813 

△24 

16 

      △41
 

（百万円） 

△5,630 

3,541 

△2,089 

△104 

2,186 

△6 

37 

      △44
 

３　退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 

①　勤務費用

②　利息費用

③　期待運用収益

④　過去勤務債務の費用処理額

⑤　数理計算上の差異の費用処理額

⑥　臨時に支払った割増退職金

⑦　退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥)

⑧　その他　

　　　　　　　　計　

 

（百万円）  

298 

152 

△116 

△35 

304 

18 

621 

29 

650 

 

（百万円）  

298 

141 

△89 

△35 

418 

2 

733 

47 

780 

 

　（注）「⑧その他」は、在外連結子会社の確定拠出年金への掛金支払額であります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

①　割引率 2.5％ 2.5％

②　期待運用収益率 ３％ ３％

③　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

④　過去勤務債務の額の処理年数 10年 10年

⑤　数理計算上の差異の処理年数 10年 10年
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（ストック・オプション等関係）

　前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
（百万円）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

（百万円）

繰延税金資産

賞与引当金

退職給付引当金

土地未実現利益

たな卸資産評価損 

投資有価証券評価損

その他の投資評価損

税務上の繰越欠損金

関係会社投資損失引当金　

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

 

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金 

その他

繰延税金負債合計

 

繰延税金資産純額
 

    

479

17

26

453

22

36

2,410

-

249

3,693

△1,180

2,513

    

    

△192

△85

△48

△326

    

2,187

 

    

437

18

26

332

23

36

4,606

72

251

5,804

△2,968

2,835

    

    

△182

△136

△303

△622

    

2,213

 
  （注）１　評価性引当額の増減（減少： △）については、在外子会社の為替レートの変動 による影響を除いておりま

す 。
　　　　２　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ　　て

おります。

 

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

（百万円）
 

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

（百万円）
 

流動資産－繰延税金資産 　1,073     951

固定資産－繰延税金資産   1,113 1,489

流動負債－その他(繰延税金負債) -　 △5

固定負債－その他(繰延税金負債) - △222
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成21年３月31日）
当連結会計年度

（平成22年３月31日）

国内の法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割等

のれん償却額　

関連会社持分法損益

海外連結子会社の税率差異

未実現利益税効果未認識額

評価性引当額の増減（減少：△）

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率
 

△40.6％　

    

4.3

1.0

0.9

△3.6

△0.7

△1.8

△1.8

2.5

△39.8
 

△40.6％　

    

13.6

0.6

0.9

0.5

9.2　

△1.0

7.4

2.4

△7.0
 

（注）税金等調整前当期純損益が損失のため、法定実効税率は△と表示しております。
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）
パーチェス法の適用
　当連結会計年度に設立しました当社の連結子会社でありますエスピーピー・プロセス・テクノロジー・システムズ
・リミテッド（英国）及び住精プロセステクノロジー株式会社は、平成21年10月16日付をもってアビザ・テクノロ
ジー・インク（米国）における下記の事業を譲り受けました。
　
１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結合
後企業の名称及び取得した議決権比率
（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　アビザ・テクノロジー・インク（米国）
事業の内容　　　　　ＭＥＭＳ及び半導体関連装置の製造及び販売に関する事業等
　

（2）企業結合を行った主な理由
ＭＥＭＳ及び半導体関連事業の強化を図るためであります。
　

（3）企業結合日
平成21年10月16日
　

（4）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称
企業結合の法的形式　　事業譲受
結合後企業の名称　　　エスピーピー・プロセス・テクノロジー・システムズ・リミテッド(英国)　及び
　　　　　　　　　　　住精プロセステクノロジー株式会社
　

（5）取得した議決権比率
100％
　

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
平成21年10月16日から平成21年12月31日まで
　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳
取得の対価 1,435百万円
取得に直接要した費用 518百万円
取得原価 1,954百万円

　
４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（1）発生したのれんの金額

1,311百万円
　

（2）発生原因
今後の事業展開によって想定される将来の収益力から発生したものであります。
　

（3）償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却
　

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産　　　　　　　　　　3,288百万円
固定資産　　　　　　　　      875百万円
資産合計　　　　　　　　    4,163百万円
流動負債　　　　　　　　　　3,097百万円
固定負債　　　　　　　　　　  423百万円
負債合計　　　　　　　　　　3,520百万円
　

６.　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響
の概算額につきましては、重要性がないため、記載を省略しております。
　

（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)
　
賃貸等不動産の総額に重要性がないため、記載を省略しております。
　
　（追加情報）
当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28
日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月
28日）を適用しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 
航空宇宙油機
事業
（百万円）

熱交換器その
他の産業機器
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益                     

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 20,643 28,162 48,805 - 48,805

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - - - -

計 20,643 28,162 48,805 - 48,805

営業費用 23,594 25,675 49,269 - 49,269

営業利益又は営業損失(△) △2,951 2,486 △464 - △464

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支

出
                    

資産 36,361 31,021 67,383 10,290 77,673

減価償却費 1,502 919 2,421 - 2,421

資本的支出 3,930 2,976 6,906 - 6,906

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
航空宇宙油機
事業
（百万円）

熱交換器その
他の産業機器
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益                     

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 19,122 23,643 42,766 - 42,766

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
- - - - -

計 19,122 23,643 42,766 - 42,766

営業費用 19,743 23,822 43,566 - 43,566

営業損失(△) △620 △178 △799 - △799

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
                    

資産 35,843 38,751 74,594 6,688 81,282

減価償却費 1,514 1,756 3,271 - 3,271

減損損失　 - 701 701 - 701

資本的支出 448 6,559 7,008 - 7,008

　（注）１　事業区分は、製品の種類、性質及び製造方法などを勘案して行っております。

２　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用を含めております。
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３　各事業の主な製品

①　航空宇宙油機事業 プロペラ系統機器、降着装置系統機器、熱制御系統機器、空圧・空調系統機器、宇

宙用機器、油圧ポンプ・バルブ類その他の油圧装置類

②　熱交換器その他の産

業機器事業

液化天然ガス気化装置、アルミ製プレートフィン型熱交換器、ステンレス製コン

パクト熱交換器、低騒音ファン、ヒートシンク、オゾン処理システム、紫外線照射

装置、促進酸化装置、半導体・液晶製造装置、プラズマプロセス装置、真空機器

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは当社での余資運用資金（現金及び有価証券

等）、長期投資資金（投資有価証券等）などであります。

 前連結会計年度     10,290百万円

 当連結会計年度       6,688百万円

５　会計方針の変更

    (前連結会計年度)

    （棚卸資産の評価に関する会計基準）

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(1）③に記載のとおり、当社及び国内連結子会

社は、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日

公表分）を適用しております。これにより、「航空宇宙油機事業」について営業費用及び営業損失がそれぞ

れ1,020百万円増加しており、「熱交換器その他の産業機器事業」については96百万円営業費用が増加し、営

業利益が96百万円減少しております。

 

  

　(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い)

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」８　に記載のとおり、当連結会計年度より、「連結財

務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号　平成18年５月17

日)を適用し、連結決算上、必要な修正を行っております。なお、この変更による各セグメントの損益への影響

は軽微であります。

 

    (当連結会計年度)

    （請負工事に係る収益の計上基準）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工期１年以上の工事については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より、同期間から着手した工事契

約に対して、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

これにより、「熱交換器その他の産業機器事業」については売上高は32百万円増加し、営業損失、経常損失

及び税金等調整前当期純損失は、それぞれ4百万円減少しております。「航空宇宙油機事業」については影響

はありません。

  

　 

６　追加情報

    (前連結会計年度)

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)①に記載のとおり、当社及び国内連結子会社

の機械装置については、従来、耐用年数を４年～17年としておりましたが、当連結会計年度より４年～９年に

変更しております。これは、平成20年度の税制改正を契機に耐用年数を見直したことによるものであります。

　なお、この変更による各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。　

　

　　(当連結会計年度)

　　当連結会計年度より、減価償却費にのれん償却額を含めて表示しております。

　  なお、前連結会計年度ののれん償却額は「熱交換器その他の産業機器事業」で37百万円であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。
 
当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
その他の地域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益      

 売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 38,476 4,289 42,766 － 42,766

(2）
セグメント間の内部売上高又
は振替高

279 289 569 (569) －

 計 38,756 4,579 43,335 (569) 42,766

 営業費用 38,543 5,591 44,135 (569) 43,566

 営業利益又は営業損失(△) 212 △1,012 △799 - △799

Ⅱ 資産 67,230 10,976 78,207 3,075 81,282

（注）１　その他の地域に属する主な国又は地域……………………イギリス、米国 

  　　２　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額及び主な内容は「事業の種類別セグメント情

報」の「(注)4」と同一であります。

　　　３　会計方針の変更

   　(当連結会計年度) 

    （請負工事に係る収益の計上基準）

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工期１年以上の工事については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、当連結会計年度より、同期間から着手した工事契

約に対して、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

これにより、「日本」については売上高は32百万円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損

失は、それぞれ4百万円減少しております。「その他の地域」については影響はありません。
  
【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,326 4,961 8,853 296 21,438

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― ― 48,805

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
15.0 10.2 18.1 0.6 43.9

 
当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 北米 ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,203 7,058 5,524 270 19,057

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― ― ― ― 42,766

Ⅲ　連結売上高に占める海外売

上高の割合（％）
    14.5     16.5     12.9    0.7     44.6

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1）北米……………米国、カナダ

(2）ヨーロッパ……イギリス、ドイツ、フランス

(3）アジア…………韓国、台湾、マレーシア

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

(追加情報) 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号　平成18年10月17日) 及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準第13号　平成18年10月17日)を適用しておりま

す。この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会社の重要な子会社の役員が開示対象に追加され

ております。

1.関連当事者との取引

関連当事者との間に重要な取引はございません。
　

2.重要な関連会社に関する注記　

　重要な関連会社の要約財務情報

 当連結会計年度において、重要な関連会社はシリコンセンシングシステムズリミテッドであり、その要約財務情

報は以下のとおりであります。
 
流動資産合計　　　　　3,494百万円

固定資産合計　　　　　1,352百万円
 
流動負債合計　　      1,150百万円

固定負債合計　　　　　　　-百万円 
 
純資産合計　　　　　　3,696百万円

 

売上高　　　　　　　　3,348百万円

税引前当期純利益金額　  461百万円

当期純利益金額          287百万円

 

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

1.関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（ドル）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

非連結子
会社

プライマッ
クス・イン
ク

米国 2,300製造業
　(所有)
　直接　100

当社への製品
販売　

出資 ―
投資有
価証券

179

（注）投資有価証券に対し、179百万円の投資損失引当金を計上しております。また、当連結会計年度において179

百万円の投資損失引当金繰入額を計上しております。

　　

2.重要な関連会社に関する注記　

　重要な関連会社の要約財務情報

 当連結会計年度において、重要な関連会社はシリコンセンシングシステムズリミテッドであり、その要約財務情

報は以下のとおりであります。
 
流動資産合計　　　　　2,073百万円

固定資産合計　　　　  1,102百万円
 
流動負債合計　　        611百万円

固定負債合計　　　　　　 - 百万円 
 
純資産合計　　　　　  2,564百万円

 

売上高　　　　　　 　 2,674百万円

税引前当期純損失金額   △92百万円

当期純損失金額         △75百万円
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額    501円28銭

１株当たり当期純損失金額  19円00銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるた

め、記載しておりません。

１株当たり純資産額    451円28銭

１株当たり当期純損失金額  53円18銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるた

め、記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

1　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純損失（百万円） 1,007 2,818

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る当期純損失（百万円） 1,007 2,818

普通株式の期中平均株式数（千株） 53,017 53,008

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

当連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 26,573 23,914

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
- -

（うち、少数株主持分）  - -

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 26,573 23,914

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
53,010 52,991

 

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

当社
第５回無担保転換社債型

新株予約権付社債

平成18年３月

24日
4,995 4,995 － なし

平成23年３

月31日

　（注）１　新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。

発行すべき株式 普通株式

新株予約権の発行価額（円） 無償

株式の発行価格（円） 856

発行価額の総額（百万円） 5,000

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の

総額（百万円）
－

新株予約権の付与割合（％） 100

新株予約権の行使期間 平成18年５月１日から平成23年３月30日

　なお、旧商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本社債の社債権者が本新株予約権を行使したときは

本社債の全額の償還に代えて当該新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があっ

たものとみなすこととしております。

　

２　連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

4,995 - - － －
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 14,965 19,731 1.04 －

１年内に返済予定の長期借入金 1,303 2,229 1.51 －

１年内に返済予定のリース債務　　 33 174 1.79 －

長期借入金（１年内に返済予定のものを除く） 12,445 12,263 1.51平成23年～平成28年

リース債務（１年内に返済予定のものを除く） 114 802 1.79平成23年～平成26年　

合計 28,862 35,201 － －

　（注）１　「平均利率」については借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２  リース債務については、一部を除き、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表

に計上しているため、当該リース債務については「平均利率」の計算に含めておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりであります。

 
 

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 2,202 1,572 7,557 453

リース債務 178 182 167 65

 

（２）【その他】

 当連結会計年度における四半期情報

 

 第１四半期

自 平成21年４月１日

 至 平成21年６月30日 

 第２四半期

自 平成21年７月１日

至 平成21年９月30日

 第３四半期

自 平成21年10月１日

至 平成21年12月31日

 第４四半期

自 平成22年１月１日

至 平成22年３月31日

 売上高(百万円) 7,662　 10,645　 9,895　 14,563　

 税金等調整前四

半期純利益金額

(百万円)

△668　 △1,059　 △176　 △1,127　

 四半期純利益金額

(百万円)
△588　 △643　 △122　 △1,464　

 １株当たり四半

期純利益金額(円)
△11.10　 △12.15 △2.30　 △27.63　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,535 4,230

受取手形 123 133

売掛金 19,621 18,018

製品 3,793 4,548

仕掛品 8,424 9,447

原材料及び貯蔵品 4,527 4,982

前渡金 434 515

前払費用 34 21

繰延税金資産 1,024 936

短期貸付金 ※3
 2,509

※3
 4,079

未収入金 ※3
 1,870

※3
 1,660

その他 16 194

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 48,913 48,765

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 13,666

※1, ※2
 15,087

減価償却累計額 △5,617 △5,967

建物（純額） 8,048 9,120

構築物 1,137 ※1
 1,146

減価償却累計額 △861 △887

構築物（純額） 275 259

機械及び装置 24,134 ※1
 26,138

減価償却累計額 △19,378 △20,584

機械及び装置（純額） 4,755 5,554

車両運搬具 111 127

減価償却累計額 △104 △111

車両運搬具（純額） 7 16

工具、器具及び備品 3,331 3,478

減価償却累計額 △2,831 △3,097

工具、器具及び備品（純額） 499 380

土地 3,550 ※1
 3,550

リース資産 168 168

減価償却累計額 △19 △53

リース資産（純額） 148 114

建設仮勘定 470 3

有形固定資産合計 17,757 19,000

無形固定資産

ソフトウエア 277 255

施設利用権 6 6

無形固定資産合計 283 262
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 864 1,066

関係会社株式 4,461 4,600

関係会社出資金 57 57

長期貸付金 2 2

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 74 51

関係会社長期貸付金 77 219

破産更生債権等 1 4

長期前払費用 422 462

繰延税金資産 1,074 1,449

その他 467 181

貸倒引当金 △78 △4

投資損失引当金 △500 △679

投資その他の資産合計 6,924 7,411

固定資産合計 24,965 26,674

資産合計 73,879 75,440

負債の部

流動負債

支払手形 2,436 2,212

買掛金 ※3
 5,062

※3
 4,315

短期借入金 13,900 18,600

1年内償還予定の新株予約権付社債 － 4,995

1年内返済予定の長期借入金 1,303 ※1
 2,229

リース債務 33 172

未払金 3,687 ※1
 1,131

未払費用 494 489

未払法人税等 81 57

前受金 251 277

預り金 352 135

賞与引当金 1,104 1,008

設備関係支払手形 254 45

流動負債合計 28,961 35,668

固定負債

新株予約権付社債 4,995 －

長期借入金 ※5
 12,016

※1, ※5
 11,787

リース債務 114 799

その他 104 ※1
 302

固定負債合計 17,231 12,889

負債合計 46,192 48,558
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,311 10,311

資本剰余金

資本準備金 11,332 11,332

資本剰余金合計 11,332 11,332

利益剰余金

利益準備金 823 823

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 276 261

別途積立金 5,192 －

繰越利益剰余金 △306 3,966

利益剰余金合計 5,985 5,051

自己株式 △69 △74

株主資本合計 27,560 26,621

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 125 222

繰延ヘッジ損益 － 38

評価・換算差額等合計 125 260

純資産合計 27,686 26,882

負債純資産合計 73,879 75,440
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 44,447 38,242

売上原価

製品期首たな卸高 1,461 1,566

当期製品製造原価 ※3, ※4
 38,476

※3, ※4
 31,954

合計 39,938 33,520

他勘定振替高 ※1
 88

※1
 21

製品期末たな卸高 1,566 1,838

製品売上原価 ※2
 38,283

※2
 31,661

売上総利益 6,164 6,580

販売費及び一般管理費

販売手数料 1,154 854

製品発送費 488 429

役員報酬 324 280

従業員給料及び手当 1,294 1,309

賞与引当金繰入額 390 360

福利厚生費 385 377

退職給付費用 208 229

旅費交通費及び通信費 536 446

減価償却費 359 376

研究開発費 ※3
 978

※3
 1,019

その他 1,300 1,102

販売費及び一般管理費合計 7,420 6,786

営業損失（△） △1,256 △206

営業外収益

受取利息 ※4
 94

※4
 85

受取配当金 ※4
 405

※4
 107

不動産賃貸料 ※4
 90

※4
 84

貸倒引当金戻入額 － 77

その他 59 20

営業外収益合計 650 374

営業外費用

支払利息 265 348

固定資産廃却損 93 62

為替差損 835 387

その他 151 179

営業外費用合計 1,346 978

経常損失（△） △1,952 △810
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 89 －

特別利益合計 89 －

特別損失

投資損失引当金繰入額 － ※6
 179

関係会社株式評価損 ※5
 2,381 －

特別損失合計 2,381 179

税引前当期純損失（△） △4,244 △989

法人税、住民税及び事業税 17 16

法人税等還付税額 △77 －

法人税等調整額 △747 △363

法人税等合計 △806 △347

当期純損失（△） △3,437 △642
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  20,88553.1 16,51348.4
Ⅱ　労務費 ※１ 7,218 18.4 6,970 20.4
Ⅲ　経費 ※２ 11,20328.5 10,65931.2

当期総製造費用  39,307100.0 34,143100.0
半製品及び仕掛品
期首たな卸高

 10,664    10,649    

半製品及び仕掛品
期末たな卸高

 10,649    12,157    

原価控除額 ※３ 845     681     
当期製品製造原価  38,476    31,954    

　（注）　原価計算の方法

当社の原価計算は、原則として工程別、組別総合原価計算を実施していますが、プラント工事等一部について

は、個別原価計算を実施しております。

　※１　労務費のうち引当金繰入額は、次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

賞与引当金繰入額    710百万円    644百万円

退職給付費用    402百万円    492百万円

　※２　経費の主なものは、次のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

外注加工費      6,655百万円     5,802百万円

減価償却費      1,880百万円     2,383百万円

　※３　原価控除額は、製造原価に算入された労務費等の他勘定への振替額であり、その主なものは次のとおりでありま

す。

 前事業年度 当事業年度

販売費及び一般管理費    776百万円    643百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 10,311 10,311

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,311 10,311

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 11,332 11,332

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,332 11,332

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 823 823

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 823 823

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 295 276

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △18 △14

当期変動額合計 △18 △14

当期末残高 276 261

別途積立金

前期末残高 5,192 5,192

当期変動額

当期変動額合計 － △5,192

当期末残高 5,192 －

繰越利益剰余金

前期末残高 3,484 △306

当期変動額

剰余金の配当 △371 △291

固定資産圧縮積立金の取崩 18 14

別途積立金の取崩 － 5,192

当期純損失（△） △3,437 △642

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △3,790 4,272

当期末残高 △306 3,966
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

自己株式

前期末残高 △65 △69

当期変動額

自己株式の取得 △7 △5

自己株式の処分 3 1

当期変動額合計 △4 △4

当期末残高 △69 △74

株主資本合計

前期末残高 31,374 27,560

当期変動額

剰余金の配当 △371 △291

当期純損失（△） △3,437 △642

自己株式の取得 △7 △5

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 △3,813 △939

当期末残高 27,560 26,621

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 345 125

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△219 96

当期変動額合計 △219 96

当期末残高 125 222

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 38

当期変動額合計 － 38

当期末残高 － 38

純資産合計

前期末残高 31,719 27,686

当期変動額

剰余金の配当 △371 △291

当期純損失（△） △3,437 △642

自己株式の取得 △7 △5

自己株式の処分 2 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △219 134

当期変動額合計 △4,033 △804

当期末残高 27,686 26,882
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

（イ）時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(2）その他有価証券

（イ）時価のあるもの

同左

 （ロ）時価のないもの

　移動平均法による原価法

（ロ）時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）製品、半製品及び仕掛品

　総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

　なお、仕掛品の一部については、個別

法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。

(1）製品、半製品及び仕掛品

　総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

　なお、仕掛品の一部については、個別

法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。

 (2）原材料及び貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(2）原材料及び貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

 （会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号平

成18年７月５日公表分）を適用しており

ます。

　これにより、営業損失、経常損失及び税

引前当期純損失は、それぞれ1,116百万円

増加しております。

　

３　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

　建物については定額法、その他につ

いては定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は、建物３年～50

年、機械装置４年～９年となっており

ます。

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　建物については定額法、その他につ

いては定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は、建物３年～50

年、機械装置４年～９年となっており

ます。
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

  　（追加情報）

 　機械装置については、従来、耐用年数

を４年～17年としておりましたが、当

事業年度より４年～９年に変更してお

ります。

　これは、平成20年度の税制改正を契機

に耐用年数を見直したことによるもの

であります。

　なお、この変更による損益への影響は

軽微であります。

 

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3）リース資産

    所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

──────

　

　

    所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

(3）リース資産

    所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

    　自己所有の固定資産に適用する減価

償却方法と同一の方法を採用してお

ります。

    所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が平成20年

３月31日以前のリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

  　（会計方針の変更）

 　所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、従来、賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取

引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日

改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　この変更による損益への影響はあり

ません。 
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

４　外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

５　引当金の計上基準   

 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1）貸倒引当金

同左

 (2)投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備

えるため、その財政状態等を勘案し、

必要額を計上しております。

　なお、当事業年度に発生した投資損

失引当金500百万円は貸倒引当金から

の振替であります。

(2)投資損失引当金

　関係会社への投資に対する損失に備

えるため、その財政状態等を勘案し、

必要額を計上しております。

　

 (3）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(3）賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

　なお、当事業年度末において前払年

金費用となっており、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示してお

ります。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事

業年度の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

　なお、当事業年度末において前払年

金費用となっており、投資その他の資

産の「その他」に含めて表示してお

ります。

 　（会計方針の変更）

　当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号　平成20年７月31

日）を適用しております。

　この変更による損益への影響はありま

せん。

　なお、本会計基準の適用に伴い発生す

る退職給付債務の差額はありません。
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

６　収益及び費用の計上基準 　プラント工事の請負のうち、工期１
年以上の工事については工事進行基
準を採用しております。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準
(1)当事業年度末までの進捗部分について
成果の確実性が認められる工事
　工事進行基準（工事の進捗率の見積
りは原価比例法）

(2)その他の工事
　工事完成基準　

　 　  　（会計方針の変更）
　請負工事に係る収益の計上基準につい
ては、従来、工期１年以上の工事につい
ては工事進行基準を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しておりま
したが、当事業年度より、同期間から着
手した工事契約に対して、「工事契約に
関する会計基準」（企業会計基準第15
号　平成19年12月27日）及び「工事契約
に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第18号　平成19年12月
27日）を適用しております。
　これにより、売上高は32百万円増加し、
営業損失、経常損失及び税引前当期純損
失は、それぞれ4百万円減少しておりま
す。　

７　ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。
　なお、適用要件を満たす為替予約に
ついては、振当処理によることとして
おります。

(1）ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。

 
 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象
       ヘッジ手段……為替予約
       ヘッジ対象……外貨建売上債権及び

外貨建予定取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

 
 

(3）ヘッジ方針
　社内規定に基づき、為替の市場変動リ
スクを回避する目的に限定して実施す
ることとしており、実需を伴わないデ
リバティブ取引は行わない方針であり
ます。

(3）ヘッジ方針
同左

 
 

(4）ヘッジ有効性評価の方法
　外貨建売上債権については振当処理
の適用要件を満たしているため、有効
性の評価は省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ開始時から有効性判定時点ま
での期間において、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の相場変動の累計等を比較し、
両者の変動額を基礎に判定しており
ます。

８　その他財務諸表作成のため
の重要な事項

  

消費税等の会計処理 　消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

同左

  

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
    至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
    至　平成22年３月31日）

(貸借対照表)
「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等
の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府
令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度において、
「製品」、「半製品」として掲記されていたものは、当事業
年度から「製品」と一括して掲記しております。
なお、当事業年度に含まれる「製品」、「半製品」は、そ
れぞれ1,567百万円、2,225百万円であります。

　
──────
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

※１　担保資産及び担保付債務 ※１　担保資産及び担保付債務
──────  　　　担保に供している資産は次のとおりであります。　

　 　建物(注)1      187百万円
　構築物(注)1      13百万円
　機械及び装置(注)1      94百万円
　土地(注)1    408百万円

　 　　　　   計　　　　　　　　　　　　　　704百万円
　 　　　　担保付債務は次のとおりであります。　
　 　長期借入金(注)2     2,881百万円

　長期未払金(注)2      219百万円
　 　　　　　 計　　　　　　　　　　　　　3,101百万円

　
　
　　　　(注)　1.上記資産及び対応する債務は全て工場財団抵

当に供しております。
　　　　(注)　2.長期借入金及び長期未払金には1年内返済予定

又は1年内支払予定分を含んでおります。
 

※２　建物の取得原価から控除した圧縮記帳額
　  2百万円

※２　建物の取得原価から控除した圧縮記帳額
2百万円

※３　関係会社に係る注記
　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは、次のとおりであります。

※３　関係会社に係る注記
　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは、次のとおりであります。

短期貸付金      2,452百万円
未収入金      623百万円
買掛金    737百万円

　短期貸付金      4,035百万円
　未収入金      913百万円
　買掛金    1,022百万円

　４　偶発債務 　４　偶発債務
(1)従業員の住宅資金借入債務に係る
連帯保証債務

 3百万円
(1)従業員の住宅資金借入債務に係る
連帯保証債務

 1百万円

(2)関係会社の金融機関からの借入に対する連帯保証
債務

(2)関係会社の金融機関からの借入に対する連帯保証
債務

サーフエイス・テクノロジー・シ
ステムズ・ピーエルシー

 1,244百万円
エスピーピー・プロセス・テクノ
ロジー・システムズ・リミテッド

 505百万円

エスピーピー・プロセス・テクノ
ロジー・システムズ・ユーケー・
リミテッド

 738百万円

※５　財務制限条項
 　　　　当事業年度末の借入金の内、7,000百万円(契約日 平

成20年11月25日、返済期限 平成25年11月30日)、及
び、4,445百万円(契約日 平成19年10月26日、返済期
限 平成24年10月31日)については、各々、金融機関
との契約に財務制限条項が付されております。内容
は以下のとおりですが、これらに抵触した場合には
当該借入金の一括返済を求められる可能性があり
ます。
(1)各事業年度の末日における連結貸借対照表及び
貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額
を、各々の契約時の前年度末の連結貸借対照表及
び貸借対照表に記載された純資産の部の合計金
額の80％に相当する金額(単位億円 端数切上げ)
以上に、それぞれ維持すること。

(2)各々の契約締結日以降に到来する各事業年度の
末日における連結損益計算書及び損益計算書に
記載される経常損益が損失の場合、直後の事業年
度末日における連結損益計算書及び損益計算書
に記載される経常損益を損失としないこと。

※５　財務制限条項
 　　　　当事業年度末の借入金の内、7,000百万円(契約日 平

成20年11月25日、返済期限 平成25年11月30日)、及
び、3,335百万円(契約日 平成19年10月26日、返済期
限 平成24年10月31日)については、各々、金融機関
との契約に財務制限条項が付されております。内容
は以下のとおりですが、これらに抵触した場合には
当該借入金の一括返済を求められる可能性があり
ます。
(1)各事業年度の末日における貸借対照表に記載さ
れる純資産の部の合計金額を254億円以上に、連
結貸借対照表に記載された純資産の部の合計金
額を231億円以上にそれぞれ維持すること。

(2)平成22年３月期以降（当該期を含む）の各事業
年度の末日において、損益計算書及び連結損益計
算書に記載される経常損益について、２期連続で
経常損失としないこと。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　他勘定振替高は、すべて固定資産への振替でありま

す。 

※１　他勘定振替高は、すべて固定資産への振替でありま

す。 

※２  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

※２  期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。なお、以下の金額は戻入額と切下

額を相殺した後のものです。

    1,116百万円     △298百万円

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額

※３　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額

    978百万円     1,019百万円

※４　関係会社に対する事項 ※４　関係会社に対する事項

仕入高      9,949百万円

受取利息    85百万円

受取配当金    382百万円

不動産賃貸料   90百万円

仕入高      8,081百万円

受取利息    79百万円

受取配当金    93百万円

不動産賃貸料   91百万円

※５　関係会社株式評価損は、関係会社の業績悪化に伴い、

その資産状況に見合う価額まで評価減をしたもの

であります。

　　　　　　　　　　　──────

　　　　　　　　　　　────── ※６　投資損失引当金繰入額は、関係会社への投資に対す

る損失に備えるため、その財政状態等を勘案し、必

要額を計上したものであります。

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 143,701 21,108 7,651 157,158

　（注）１　普通株式の株式数の増加21,108株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２　普通株式の株式数の減少7,651株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。

 

当事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 157,158 21,406 2,675 175,889

　（注）１　普通株式の株式数の増加21,406株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

２　普通株式の株式数の減少2,675株は、単元未満株式の売渡請求によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１　ファイナンス・リース取引（借主側） １　ファイナンス・リース取引（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引 所有権移転外ファイナンス・リース取引
①　リース資産 ①　リース資産 
 有形固定資産  有形固定資産
　ホストコンピュータ及びコンピュータ端末機
（「工具、器具及び備品」）であります。

同左

②　リース資産の減価償却の方法 ②　リース資産の減価償却の方法 
　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」
に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっており、その内容は次のとおりでありま
す。 

同左

同左

(1）取得価額相当額等 (1）取得価額相当額等

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 22 14 7
車両及び運搬
具

3 2 0

工具、器具及び
備品

86 56 30

合計 112 74 38

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械及び装置 22 17 4
工具、器具及び
備品

61 45 16

合計 83 62 21

（注）１．取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法によって算出しており
ます。

（注）１．　　　　　　 同左

２．減損の対象となったリース資産はありません。
（以下、同様。）

２．　　　　　　 同左

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額
１年内   17百万円
１年超   21百万円
合計   38百万円

１年内   13百万円
１年超   7百万円
合計   21百万円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法によって
算出しております。

　（注）　　　　　　　 同左

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料   24百万円
減価償却費相当額  24百万円

支払リース料   17百万円
減価償却費相当額  17百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする
定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法
同左

２　オペレーティング・リース取引
　　　オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のもの
に係る未経過リース料
１年内  1百万円
１年超  2百万円
合計  4百万円

２　オペレーティング・リース取引
　　　オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のもの
に係る未経過リース料
１年内  1百万円
１年超  0百万円
合計  2百万円
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（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式 

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありま

せん。

　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会

社株式3,377百万円、関連会社株式1,223百万円）は、市場

価格がなく、時価を把握する事が極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成21年３月31日）
（百万円）

当事業年度
（平成22年３月31日）

（百万円）

繰延税金資産

賞与引当金

投資有価証券評価損

その他の投資評価損

関係会社株式評価損

たな卸資産評価損 

投資損失引当金

繰越欠損金 

その他

繰延税金資産小計

　評価性引当額

繰延税金資産合計

 

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

その他 

繰延税金負債合計

 

繰延税金資産純額
 

    

448

22

36

966

453

203

1,293

240

3,663

△1,252

2,411

    

    

△192

△85

－

△34

△312

    

2,099

 

    

409

23

36

966

332

275

1,803

215

4,062

△1,295

2,766

    

    

△182

△136

△26

△35

△380

    

2,385
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
第63期

（平成21年３月31日）
第64期

（平成22年３月31日）

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住民税均等割等

評価性引当額の増加

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率
 

△40.6％

    

0.5

△0.9

0.4

23.1

△1.5

△19.0

 

△40.6％

    

1.7

△3.9

1.5

4.4

1.8

△35.1

 

（注）税引前当期純損益が損失のため、法定実効税率は△と表示しております。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額    522円28銭

１株当たり当期純損失金額   64円84銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。

１株当たり純資産額    507円29銭

１株当たり当期純損失金額   12円12銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため

記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当期純損失（百万円） 3,437 642

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純損失（百万円） 3,437 642

普通株式の期中平均株式数（千株） 53,017 53,008

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度末

（平成21年３月31日）
当事業年度末

（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 27,686 26,882

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 27,686 26,882

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
53,010 52,991
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

 

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円）

（投資有価証券）         

その他有価証券         

関西国際空港㈱ 4,300 215

住友商事㈱ 183,247 196

住友信託銀行㈱ 355,620 194

㈱三井住友フィナンシャルグループ 27,054 83

東京瓦斯㈱ 256,531 105

㈱横浜銀行 117,542 53

川崎重工業㈱ 200,000 51

IE三号投資事業有限責任組合 5 26

三井住友海上グループホールディングス

㈱
6,867 17

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 24,970 12

その他（20銘柄） 1,287,995 109

計 2,464,131 1,066
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産                             

建物 13,666 1,523 102 15,087 5,967 435 9,120

構築物 1,137 32 22 1,146 887 46 259

機械及び装置 24,134 2,749 745 26,138 20,584 1,760 5,554

車両運搬具 111 20 4 127 111 11 16

工具、器具及び備品 3,331 251 104 3,478 3,097 365 380

土地 3,550 － － 3,550 － － 3,550

リース資産 168 － － 168 53 33 114

建設仮勘定 470 4,112 4,579 3 － － 3

有形固定資産計 46,570 8,690 5,558 49,701 30,701 2,653 19,000

無形固定資産                             

ソフトウェア － － － 403 148 68 255

施設利用権 － － － 6 － － 6

無形固定資産計 － － － 410 148 68 262

長期前払費用 805 153 23 935 472 107 462

繰延資産                             

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１　当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

 (1)　建物の増加      

 　低温品増産対応に伴う新設及び拡張 1,174　百万円

 新特高変電室新設　 124　百万円

 (2)  機械及び装置の増加      

 　低温品増産対応 1,298　百万円

 　ＬＮＧ増産対応 178　百万円

 　プラズマプロセツ装置増産対応 209　百万円

　 　77KV特高受変電設備 451　百万円

 

２　無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少
額」の記載を省略しております。

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 79 4 － 78 5

投資損失引当金 500 179 － － 679

賞与引当金 1,104 1,008 1,104 － 1,008

　（注）　　目的使用以外の理由による減少額

貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替によるもの(1百万円)、対象債権の回収による戻入によるもの

(77百万円)であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産

（イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 15

預金     

普通預金 110

当座預金 3,914

定期預金 115

外貨預金 74

小計 4,215

計 4,230

（ロ）受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

神威産業㈱ 39

住友商事マシネックス㈱ 11

㈱中北製作所 9

㈱シンクロン 5

日工産業㈱ 5

その他 61

計 133

期日別内訳

期日別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額（百万円） 6 15 4 7 100 133

（ハ）売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

住商エアロシステム㈱ 2,314

住商メタレックス㈱ 2,267

シャープ㈱ 2,183

住友商事㈱ 1,830

神鋼エア・ウォーター・クライオプラント㈱ 836

その他 8,586

計 18,018

 

売掛金の滞留状況

前期末残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）　

(A) (B) (C) (D)
(C)

──────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
──────

2
──────

(B)
──────

365

19,621 40,154 41,757 18,018 69.9 171

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。
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（ニ）たな卸資産

科目 内容 金額（百万円）

製品
製品 1,838     

半製品 2,710 4,548

原材料及び貯蔵品

棒板管・鋳鍛造品 1,924     

購入部品 3,044     

貯蔵品 13 4,982

仕掛品 機械加工工程・組立工程・その他     9,447

計     18,978

 

（ホ）短期貸付金
相手先別内訳

　相手先 　金額（百万円）

従業員 44　
エスピーピー・プロセス・テクノロジー・システムズ・
リミテッド

3,068　

メット㈱ 400　
プライマックス・インク 278　
住精ハイドロシステム㈱ 120　
天陽航太科技股?有限公司 88　
住精プロセステクノロジー㈱ 80　

計 4,079　
　

（ヘ）関係会社株式

 銘柄 金額（百万円）

子会社株式

エスピーピー・プロセス・テクノロジー・システ
ムズ・リミテッド

2,484

スミトモプレシジョン・ユーエスエイ・インク 114
メット㈱ 500
住精テクノサービス㈱ 20
住精エンジニアリング㈱ 12
住精サービス㈱ 10
住精産業㈱ 10
新泉精機㈱ 6
住精ハイドロシステム㈱ 30
プライマックス・インク 179
住精プロセステクノロジー㈱　 10

計 3,377

関連会社株式

シリコン・センシング・システムズ・リミテッド 1,110
クロスボー㈱ 14
天陽航太科技股?有限公司 97

計 1,223

合計 4,600

　

②　負債
（イ）支払手形

相手先別内訳（支払手形及び設備支払手形）
相手先 金額（百万円）

ミツ精機㈱ 196

伸東メタリコン工業㈱ 107

㈱三洋製機 92

㈱神鋼エンジニアリング＆メンテナンス 85

㈱日本アルミ 83

その他 1,691

計 2,257
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期日別内訳（支払手形及び設備支払手形）

期日別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 計

金額（百万円） 570 647 538 497 3 2,257

（ロ）買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

住商エアロシステム㈱ 392

住商メタレックス㈱ 368

住精産業㈱ 293

住精テクノサービス㈱ 141

住友金属工業㈱ 134

その他 2,985

計 4,315

 

（ハ）短期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱三井住友銀行 3,300

住友信託銀行㈱ 3,300

㈱横浜銀行 2,300

㈱滋賀銀行 2,300

㈱伊予銀行 1,500

三菱UFJ信託銀行㈱ 1,200

㈱みずほコーポレート銀行 1,200

㈱南都銀行 1,050

㈱群馬銀行 700

㈱三菱東京UFJ銀行 700

㈱関西アーバン銀行 500

農林中央金庫 300

㈱常陽銀行 250

計 18,600

（二）1年内償還予定の新株予約権付社債

　内訳は「１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　⑤　連結附属明細表　社債明細表」に記載しております。

（ホ）長期借入金

借入先 金額（百万円）

シンジケート・ローン 10,335

日本政策投資銀行 2,881

住友信託銀行㈱ 400

㈱みずほコーポレート銀行 300

住友生命保険（相） 100

計 14,016

　（注）　上記金額には、1年内返済予定の長期借入金が含まれております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所 大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 大阪市中央区北浜４丁目５番33号　住友信託銀行株式会社

取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし

　（注）　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

会社法第189条第２項に掲げる権利

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

 

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）

有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書　

事業年度

（第63期）

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日
 
平成21年６月29日

関東財務局長に提出

(2）
内部統制報告書

及びその添付書類
 　  

平成21年６月29日

関東財務局長に提出

(3）
四半期報告書

及び確認書 

第64期

 第１四半期 

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日
 
平成21年８月11日

関東財務局長に提出

  
第64期

 第２四半期 

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日
 
平成21年11月12日

関東財務局長に提出

  
第64期

 第３四半期 

 自　平成21年10月１日 

至　平成21年12月31日　
 
平成22年２月12日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

   平成21年６月26日

住友精密工業株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　良智　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
住友精密工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を
行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友精密
工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項（１）重要な資産の評価基準及び評価
方法③たな卸資産（会計方針の変更）に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」
が適用されることとなったため、この会計基準により連結財務諸表を作成している。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、住友精密工業株式会社の平成21年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を
作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。
また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、住友精密工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

   平成22年６月29日

住友精密工業株式会社  

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　良智　　印

　

指定有限責任社員

　

業務執行社員　

　 公認会計士 荒牧　秀樹　　印　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
住友精密工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を
行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友精密
工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及
びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、住友精密工業株式会社の平成22年
３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を
作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。
また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、住友精密工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の
内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報
告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成21年６月26日

住友精密工業株式会社  

 取締役会　御中  

 監査法人　トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　良智　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

住友精密工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友精密工業

株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

追記情報

　重要な会計方針２．たな卸資産の評価基準及び評価方法（会計方針の変更）に記載のとおり、会社は、当事業年度から

「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとなったため、この会計基準により財務諸表を作成している。

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成22年６月29日

住友精密工業株式会社  

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鳥巣　宣明　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 柴田　良智　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒牧　秀樹　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

住友精密工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住友精密工業

株式会社の平成22年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　※　１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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